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 研究報告 

ササーーキキュュララーーエエココノノミミーーをを包包摂摂ししたた都都市市政政策策のの実実証証的的検検討討  

--アアムムスステテルルダダムム市市等等欧欧州州のの諸諸都都市市とと横横浜浜市市のの比比較較事事例例研研究究をを通通じじてて--  

An Empirical Study of Urban Policies Inclusive of the Circular Economy 
-Through comparative case studies of European cities such as Amsterdam and 

Yokohama- 
 

（一財）民間都市開発推進機構都市研究センター特任研究員 

町田裕彦 

 

要約：EUや我が国では、産業政策的な観点からサーキュラーエコノミー（CE）の枠組みが整備され 
つつある。一方、CEを真に社会に実装していくためには、リニアエコノミーを基軸にして構築され 
た既存の社会システム全体を、全てのステークホルダーの関与のもと、変革する必要があるとの議論 
もある。本論は、市民等のステークホルダーの協働に重点を置き CEを推進しているアムステルダム市 
等欧州諸都市と横浜市の比較事例研究を行なうことにより、都市における CEの推進の在り方につ 

いて実証的な検討を行なうことを目的とする。 
 

キーワード：サーキュラーエコノミー、官民連携、ステークホルダーエンゲージメント理論、ホリスティックアプローチ、都市 
 

Abstract: In the EU and Japan, a Circular Economy (CE) is being developed from the perspective of industrial policy. 
On the other hand, some argue that the entire existing social system built around the linear economy needs to be 

transformed with the involvement of all stakeholders. This argument focuses on the cooperation of citizens and other 
stakeholders in promoting CE. This paper aims to conduct an empirical study on how CE should be promoted in 
cities by conducting comparative case studies of European cities such as Amsterdam and the City of Yokohama. 
Keywords: circular economy, public-private partnership, stakeholder engagement theory, holistic approach, city 
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 「サーキュラーエコノミー」という聞き慣

れない言葉が、ここ数年にわかに我が国で

も目にすることが多くなった。 

 サーキュラーエコノミーは、元々EUで誕

生し、そして発展していった施策である。 

サーキュラーエコノミーとは、廃棄物と

いう概念を一切想定しない経済、ないしは

社会を前提にしている。いわば、使用後廃棄

される線形の構造とは異なり、円形の閉じ

られたループの中で資源が循環し続けるク

ローズトループの概念に基づいている。従

来の資源やエネルギーを調達して、製品を

大量生産し、使用後廃棄するというリニア

エコノミー（線形経済）とは、全く異なる概

念なのである。 

そして、このサーキュラーエコノミーと

いう概念は、従来環境政策として捉えられ

てきた廃棄物政策を産業政策として捉えて

いこうという EU の明確な意図に基づくも

のであり、このような EUの動きにいわば対

抗する形で、我が国でも環境省、経産省、経

団連を中心として、ここ数年で、環境政策、

産業政策、なかんずく特に産業政策的な観

点からサーキュラーエコノミーの枠組みが

急速に整備されつつある。 

しかしながら、サーキュラーエコノミー

を真に社会に実装していくためには、環境

政策、産業政策といった枠組みのみでとら

えるのではなく、リニアエコノミー（線形経

済）を基軸にして構築されてきた既存の社

会システム自体を変革していく必要がある

のではないかと考えられる（このような観

点から検討をしているものとして、日本学

術会議《2023》参照。）。 

このような観点から検討していく場合、

行政、民間企業といったステークホルダー

のみならず、コミュニティ、市民といった社

会システムを構成している多様なステーク

ホルダーが関与し、協働していくことによ

り、変革のプロセスが進捗していくという

構造に着目することは、必要不可欠であろ

う。 

一方、従来、官と民という限られたステー

クホルダーに着目して検討がなされてきた

PPP/PFIについては、これらの限られたステ

ークホルダーのみの関与では、事業が進捗

せず、場合によっては頓挫する例が、海外で

は見られるようになり、国内でもその萌芽

ともいえる事例が散見されるようになった。

このような課題に対応するものとして登場

したのが、ステークホルダーエンゲージメ

ント理論である。これは、事業にかかわる全

てのステークホルダーを包摂し協働して事

業を進めることにより、このような課題を

乗り越えようとするものである。本論では、

このように全てのステークホルダーが包摂

され協働していくメカニズムについて総体

的に検討していくアプローチを「ホリステ

ィック」なアプローチと呼ぶこととする。こ

のようなホリスティックなアプローチによ

って政策課題を達成している事例は、我が

国でも実際にみられるところである。 

本論では、全てのステークホルダーの関

与を前提にしてサーキュラーエコノミーを

推進している欧州の諸都市（具体的には、ア

ムステルダム市とロンドン市）の事例と同

様の前提に基づきサーキュラーエコノミー

を推進していると考えられる横浜市の事例

を比較検討し、サーキュラーエコノミーを

包摂した地域政策、なかんずく都市政策は

如何にあるべきかについて検討を試みるも

のである。 
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第二章では、PPP/PFI等におけるホリステ

ィックアプローチについて触れた後に、サ

ーキュラーエコノミーについて、EU、そして

我が国での施策の展開について概観し、本

論のリサーチクエスチョンについて提示す

る。第三章で検討の方法について触れた後

に、第四章で、アムステルダム等の欧州諸都

市と横浜市の事例をそれぞれ整理する。第

五章で、これらの比較事例研究を行ない、サ

ーキュラーエコノミーを包摂した地域政策、

なかんずく都市政策は如何にあるべきかに

ついて検討を試みる。第六章では、本論の結

論と今後の研究課題について触れることと

する。 

 

22．．本本論論のの背背景景及及びび問問題題意意識識  

 

22--11  全全ててののスステテーーククホホルルダダーーをを包包摂摂ししたた

「「ホホリリスステティィッッククななアアププロローーチチ」」  

22--11--11  PPPPPP//PPFFIIののアアププロローーチチ  
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PPP/PFIについては、これらの限られたステ

ークホルダーのみの関与では、事業が進捗

せず、場合によっては頓挫する例が、海外で

は見られるようになった。一例を挙げると、
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り入れることが不十分な結果、U.S.Aのイン

フラ PPP が多数失敗しており、これは先進

国、開発途上国共通に見られるとの指摘が

ある（EI-Gohary et al., 2006等)。 

、国内でもその萌芽ともいえる事例が散見

されるようになった。我が国でも、宮城の上

工下水道コンセッションは、住民の了解を

得るべく住民説明会を数十回行なったとの

ことであり、また、Park-PFIは、公園内に
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このような課題に対応するものとして登

場したのが、ステークホルダーエンゲージ

メント理論である（図 1）。これは、事業に

かかわる全てのステークホルダーを包摂し

協働して事業を進めることにより、このよ
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図 1 ステークホルダーエンゲージメント理論に基づく PPP/PFIモデル 
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22--11--22  横横浜浜市市のの事事例例  --GG3300のの取取組組--  

 

 我が国にも、PPP/PFIの事例ではないが、

廃棄物処理について、官と民といった限ら

れたステークホルダーではなく、全てのス

テークホルダーを包摂したホリスティック

なアプローチを行ない、成功した事例があ

る。横浜市の G30 の取組であり、以下、こ

の事例について触れるとともに、その成功

のプロセスについて整理することとする。 

 

22--11--22--11  GG3300がが実実施施さされれたた背背景景  

  横浜市は、人口 376万 9220 万人（2024年

1月 1日現在）iiの我が国最大の政令指定市

である。 

 G30 の取組が始まる前の横浜市の廃棄物

処理体制は、「家庭ごみの全量焼却」をめざ

して構築されてきた。これは、厚生省（当時）

が 1966年に策定した生活環境施設整備第 1

次五ヵ年計画で示されていた都市ごみは、

原則として焼却処理した後、残さを埋め立

て処分するという方針に従ったものであっ

た。その結果、人口増加が進む中、7カ所の

焼却処理場で焼却処理、2カ所の最終処分場

で最終処分する体制が整えられていた。 

 しかしながら、2-2-3-1で触れるように、

2001年には、循環型社会形成推進法が制定、

また、「資源の有効な利用の促進に関する法

律」が全面改正され、リサイクルを含む 3R

が、国の廃棄物政策の柱となった。これと併

せて個別のリサイクル法も逐次整備されて

いった。 

 このように社会的状況が変わる中、横浜

市では、7 カ所ある焼却処理場のうち 2 カ

所が、老朽化に伴い改築更新の必要性に迫

られていた。また、人口増加が見込まれてい

た中、このままのペースで廃棄物が増え続

けていくと、早晩 2 つの最終処分場の残余

年数も逼迫していくことになると見込まれ

ていた。 

 このような状況を踏まえ、2002 年 4月に

就任した N 市長は、廃棄物のリサイクル等

を推進し、事業系のごみも含め、リサイクル
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せず処理する廃棄物全体を 30%削減してい

く方針を明らかにするのである。 

 2003年 1月、横浜市は、「横浜 G30宣言」

「横浜 G30プラン」を発表し、2010年度に

ごみ 30%削減（2001 年度比）という目標に

向けた取り組みが開始された。 

 

22--11--22--22  GG3300のの具具体体的的なな実実施施  

 2003年４月、市長を本部長とし、本庁の

関係部局から成る「ヨコハマ G30」推進本部

が設置された。同年 6 月から 8 月にかけて
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となる。そこで、各区の担当職員・収集事務

所職員は、「2007年度中には、既存処分場の

容量を上回ることが予想」されるという G30

プランに位置付けられた最終処分場の逼迫

を訴えることとした。 

 また、各区の推進本部は、市の方針・目標

等に基づいた具体的な行動計画を策定する

組織として、区職員の他、既存の地域住民組

織（町内会等）や、関連団体、事業者団体を

メンバーとして構成された。さらに町内会

の集合体である地区連合町内会単位（約 250）

で、分別徹底に関する啓発活動等を主体的

に取り組む「地域 G30 活動委員会」を地区

単位に組織してもらった。また、条例に基づ

き地域における清掃活動やリサイクル活動

の推進リーダーとして市長から委嘱される

環境事業推進委員を 3000 人から増加し

5000人とした。分別が適切に行なわれるよ

う市民の協力を促進するため、集積場所 10

カ所程度に一人配置できる規模としたので

ある。 

 このように既存の組織化された地域住民

組織に加え、市民のボランティアとして啓

発活動に携わる G30 サポーター制度を立ち

上げた。また、区によっては、市民の自発的

な活動として、「応援隊」が誕生した。 

第二段階：市民との協働を通じた職員の意

識改革 

 各区にある廃棄物収集を担っている現場

職員も市民説明会に参加し、ごみ分別収集

について説明を行なった。このような活動

により、職員にとって仕事の意味が、単なる

「ごみ収集業務」から「ごみを減らすための

啓発」業務へと変っていく。啓発業務でなさ

れた意識改革が再び収集業務に生かされ、

より効果的で市民サイドにたった業務の展

開という正の循環が生じていく。 

第三段階：競争原理の導入により市民との

協働の促進 

 区ごとにごみ削減目標をたて計測した結

果は、18区それぞれの成果として共有され、

また、その結果は市長に報告された。また、

この結果は町内会を通じて各区の市民も共

有した。このような競争原理の導入により、

区の職員市民が一体として協働し、成果を

高めていく結果を導いていった。 

第四段階（ゴール）：行政と市民等全てのス

テークホルダーの協働メカニズムの確立 

 このような三段階のプロセスを経て、区

職員と市民がいわばパートナーとして普及

啓発し、分別収集のノウハウを蓄積してい

く正の循環メカニズムが確立していく。市

民からは、分別収集後はどのようにリサイ

クルされたのかといった質問や意見も出て、

区の職員がそれを踏まえて対応を変えてい

くという相互作用もみられるようになる。

職員は頼まれれば何度でも説明し、説明会

はのべ 1 万回を超えた。また、職員は朝早

くからごみ集積場にいて市民に対し具体的

な指導を行なった。この職員の熱意が市民

にも伝わり、分別収集の促進につながると

いう正の循環メカニズムが確立していった

のである。 

 事業系のごみについても、収集業者に対

して搬入物検査を行なう等規制的な手法を

活用する一方、収集事業者のみならず、ごみ

を排出する民間事業者自体に対しても、業

界団体と連携し、G30の趣旨、目的も含め説

明会を行なった。また、ごみの減量や分別が

優良な事業所については、表彰するととも

にグッドプラクティスとして共有に努めた。 
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 このようにして、横浜市の G30 の取組で

は、行政、市民、民間事業者等すべてのステ

ークホルダーの協働メカニズムが確立し、

その結果として目標達成に至ったといえる。 

ここで整理したプロセスを図 2 として示す。 

 

図 2 G30のステークホルダーの協働メカニズムが確立していくプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）筆者作成 

 

22--11--22--33  GG3300のの成成果果  

 ゴミ量が大幅に減少したことで、7つの焼

却処理場のうち 2 カ所を廃止し、1 カ所を

休止した。また、最終処分場も大幅に延命し

た。また、G30で得られた全てのステークホ

ルダーとの協働のノウハウは、その後の廃

棄物行政にも引き継がれていくことになる。 

 

22--22..  ササーーキキュュララーーエエココノノミミーー  

22--22--11  ササーーキキュュララーーエエココノノミミーーととはは  

 

サーキュラーエコノミー（循環経済 以下

「CE」という）とは、従来廃棄が前提とされ

ていた使用済み製品を新たな資源として再

活用することにより、廃棄物を出さないと

いう考え方である。 

CEは、従来、我が国で一般的であった「3R」

とは、根本的に異なる概念である。3R は、

Reduce（ごみを減らす）、Reuse（ごみにしな

いで再利用する、不要なものを個人間で、ま

たは、市場で譲渡する）、Recycle(ゴミを資

源として再活用する)という 3つの Rの総称

である。我が国では、循環型社会形成基本法

が、2001年に施行され、これに基づき、循

環型社会形成推進基本計画が制定されてい

たが、この具体的な執行は、廃棄物の適正処

理を目的とした廃棄物処理法と廃棄物の再

生利用の推進を目的とした資源有効利用促

進法によってなされてきた。 

 このように、3Rの考え方は、従来の我が

国の循環型社会の形成のための前提となる

概念であったが、この理念は、廃棄物を出す

社会を前提にし、如何にその廃棄物を減量
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するか（但し基本的には 0 を目指す）とい

う点に集約される。 

 一方、CEは、廃棄物という概念を一切想

定しない経済、ないしは社会を前提にして

いる。いわば、使用後廃棄される線形の構造

とは異なり、図 3 のとおり、円形の閉じら

れたループの中で資源が循環し続けるクロ

ーズトループの概念に基づいている。 

 従来の資源やエネルギーを調達して、製

品を大量生産し、使用後廃棄するというリ

ニアエコノミー（線形経済）とは、全く異な

る概念なのである。 

 そして、この CEという概念は、2-2-2以

下で述べるように、従来環境政策として捉

えられてきた廃棄物政策を産業政策として

も捉えていこうという EU の明確な意図に

基づくものである。 

 2015 年 9 月にアクセンチュアのピータ

ー・レーシー氏が発表した「Waste to 

Wealth(浪費から富へ)」は、CE について、

5つの方法論を提示した。 

① サーキュラー型のサプライチェーン（再

生可能な原材料を使用、製品の生産に使う

原材料を生分解可能なもの、または、再利用

可能なものに変えていくこと） 

② 回収とリサイクル（役割を終えた製品か

ら資源として活用できる部品等を取り出し

て、再利用する方法） 

③ 製品寿命の延長（修理、アップグレード、

再販売） 

④ 所有からシェアへの転換（シェアのため

のプラットフォームを創成して、保有して

いるものを貸して収入を得る） 

⑤ 製品のサービス化（顧客は保有せずに、

利用に応じて支払う） 

レーシー氏は、リニアエコノミー型の生

産・消費モデルから、このような方法論に基

づいた CE型に転換することにより、2030年

までに世界中で 4兆 5000億ドルの経済価値

を創出することができるとした。前提とし

ては、エネルギーや資源は有限であり、リニ

アエコノミーを前提とした経済モデルを転

換しない限り経済成長は資源価格の上昇を

続けることになり、経済的にも合理性がな

いという考えがある。レーシー氏によれば、

CEの考え方は、企業の競争優位を高めるた

めのビジネス戦略ということになるiii。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 リニアエコノミーとサーキュラーエコノミー 
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出所）令和 3年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書 

 

 また、オランダ政府は、より明確にサーキ

ュラーエコノミーを説明するために図 4 を

使用している。 

図 4 オランダ政府が使用している図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出所）サーキュラーエコノミー（循環経済／循環型経済）とは・意味（IDEAS FOR GOOD）iv

の資料を元に筆者作成 

 

 即ち CEは、新規事業立案や製品設計、デ

ザインの段階から、リニアエコノミーの「捨

てる（dispose）というフェーズをなくし、

代わりに全ての資源を使用し続ける仕組み

を構築していく新たな経済モデルであり、

企業の競争優位を高めるためのビジネス戦

略ということができる。 
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 2-2-2で詳述する英国の CE推進団体であ

り、EUの施策にも影響を与えたエレン・マ

ッカーサー財団は、CEの 3原則として次の

ように述べている。v 

1. 廃棄物と汚染を生み出さない設計・デザ

イン 

2. 製品と資源を（高い価値の状態のまま）

使い続けること 

3. 自然のプロセスを再生すること 

このような原則に基づき、エレン・マッカ

ーサー財団は、CEについて、図 5のとおり、

生態系サイクルと技術系サイクルを分けて

ループを形成しているダイアグラムを提示

している。これは、バタフライ・ダイアグラ

ムと呼ばれている。 

生態系サイクルとは、木材や食料等、自然

界で分解・再生可能な資源のサイクルであ

る、一方、技術系サイクルとは、鉄やプラス

チック等、自然界で分解・再生不可能な資源

のサイクルである。技術系サイクルでは、そ

れぞれの工程に資源を戻すための技術的な

アプローチが示され、生態系サイクルでは、

再生可能資材を循環させる方法が示されて

いる。 

 いずれの場合にも、それぞれの循環サイ

クルで循環されるよう、新規事業立案や製

品設計、デザインの段階から、対応していく

ことになる。 

 両者のサイクルは、内側の円の方が、環境

に与える負荷も少なくなり、コストも低減

するので、優先度が高い。例えば、生物資源

については、カスケード利用（当初の目的や

役目を終えてもそこで廃棄するのではなく、

素材そのものが持つ特性と向き合い、規模

や階層を下げながらより長く使っていくこ

と）が、技術資源については、リサイクルす

るよりは、リユースすることが、推奨される

ことになる。 

 

 

図 5 バタフライ・ダイアグラム 
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出所）エレン・マッカーサー財団の資料を元に筆者作成 

 

22--22--22  EEUUににおおけけるる CCEEのの誕誕生生とと発発展展のの経経緯緯  

22--22--22--11  第第一一フフェェーーズズ  

  

 CE は、EU で誕生した概念であり、その

施策も EU で発展していったものである。

そこで、ここでは、その経緯、そして、その

政策ツールについて概観していくこととし

たい。 

 CE は、そもそも廃棄物分野に軸足を置く

政策である。EU における廃棄物施策は、

1970 年代から行なわれており、廃棄物枠組

み指令（75/442/EEC）等を通じて、廃棄物の

収集、輸送、取り扱い、保管、処理による有

害な影響から人の健康と環境を保護するこ

とを目的として、同指令を踏まえた各国法

のもとで実施されてきた。 

 勢一（2022）は、「CE は、持続可能な発展

（Sustainable Development）と理念的に通底

している経緯が見てとれる」としている。

CE は、環境負荷低減という要請と経済の発

展という、ともすれば、相矛盾する二つの要

請に対するソリューションとして、その概

念が誕生し、施策が発展してきた経緯を端

的に言い表しているといえる。 

 1993 年にマースリヒト条約が発効、EU が

誕生し、環境政策を共通政策の一つとする

とともに、欧州委員会に環境政策を担当す

る総局が設けられた。しかしながら共同体

の利益と自国の権利主張とが鋭く対立する

こともままあり、環境分野でも推進派と反

対派の意見が分かれることが多く、経済成

長を達成しながらも環境影響を低減できる

新たなシステムの必要性等について盛んに

議論された。 

 1999 年にアムステルダム条約が発効、EU

の権限がさらに増大し、環境分野でも「環境

統合」、即ち、共同体のあらゆる分野の政策

に環境への配慮を求める原則が条文として

規定され、その実践に向けた具体的なプロ

セス（カーディフ・プロセス：目標設定や結

果のモニタリングを制度化）が導入された。

その結果、トップダウンの推進力が加わり、

EU における環境統合の動きは加速された。 

また、同条約には、持続的発展という概念

が、第１部の基本原則で「持続可能な発展の

原則」としてはじめて盛り込まれた。これを

踏まえ、2001 年に「EU の持続可能な発展戦

略」が欧州委員会によってまとめられ、2002

年にまとめられた第 6 次 EU 環境行動計画

（2002-2012）では、資源効率改善、サステ

ナブルな廃棄物処理への移行等が目標とし

て提示された。 

さらに、この行動計画に規定されたものの

うち、解決のために複合的で革新的な手法

を見つける必要がある 7 分野の中に廃棄物

の予防とリサイクルも含まれることとなり、

その対応が、2005 年に、’Thematic Strategy 

on the Sustainable Resources’として公表され

た。 

 このような動きを踏まえ、2008 年に廃棄

物枠組み指令が改正され、資源循環体制へ

の本格的転換が図られたのである（勢一 , 

2022）。具体的には、資源効率性（Resource 

Efficiency）の考え方が示され、発生抑制を

最優先とする廃棄物処理の優先順位が規定

され、廃棄物の資源化を促進するため、副産

物の製品認定等、二次資源の質的基準も規

定された。 
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 更に後掲する「CE 行動計画」が策定され

たのに伴い、2018 年にさらに廃棄物枠組み

指令が改正された。 

 このように EU では、CE の施策は、廃棄

物制度と不即不離の関係にあり、CE 施策に

即する形で、廃棄物法制が展開していく過

程がみてとれることとなる。 

 

22--22--22--22  （（第第一一次次））CCEE行行動動計計画画（（CCEEパパッッケケ

ーージジ：：CCEEAAPP））  

 2015 年に EU は、CE 行動計画（CE パッ

ケージ：CEAP）を政策文書として公表し、

明確に CE を推進する立場を明らかにする。

しかしながら、このような状況に至る背景

として、2 つの点が挙げられる。 

第一に、CE への移行の加速を目的としたエ

レン・マッカーサー財団が、2010 年に設立

されたことである。 

エレン・マッカーサー財団は英国に本拠地

をもつ慈善団体で、財団独自のネットワー

クを構築し、世界各国に対して CE の重要

性を啓発しながら政府や企業、研究機関な

どと連携して、CE に関する研究・調査を行

なっており、CE に対する認識の醸成に貢献

したといわれている。エレン・マッカーサー

財団が、マッキンゼー・アンド・カンパニー

と共に 2014 年にレポート”Towards the 

circular economy”を世界経済フォーラムで

公表して以降、Google トレンドによると

CE の検索数は増加傾向にあるとのことで

あり、エレン・マッカーサー財団が、CE の

認識の醸成に果たした役割は大きい。 

第二に、2015 年 9 月に国連サミットで、持

続可能な開発目標（SDGs）が加盟国全会一

致で採択されたことである。目標 12（持続

可能な消費と生産）の具体化目標として、提

示された「天然資源の持続的管理と効率的

な利用の達成」（12.2）、「廃棄物の発生抑制

等により、廃棄物の排出量の大幅に削減」

（12.5）は、CE の概念との親和性がとりわ

け高い。 

 また、EU 自体も着実に政策展開を図って

いった。 

 2010 年に公表された政策文書である EU

中長期成長戦略（EUROPE 2020）は、経済

成長、雇用に関する EU 戦略であるが、この

中で示された持続可能な成長を示すフラッ

グシップ・イニシアティブの一つとして、資

源効率性の向上が掲げられている。このよ

うに EU では、経済成長戦略の枠内に環境

負荷低減という施策が、かねてより位置付

けられていたのである。2011 年に公表され

た政策文書「資源効率的な欧州に向けたロ

ードマップ」は、持続可能な資源効率の高い

循環型社会の構築をめざすロードマップで

あるが、この中で「廃棄物から資源へ」の項

目が挙げられ、廃棄物を二次資源として市

場化することが強調されている。 

 このような経緯を経て、CE 行動計画は、

2015 年 12 月に発表された。同行動計画は

その冒頭で、CE は、欧州経済にとって資源

枯渇から産業を守り、イノベーションによ

って新たな雇用を生み出す、競争力強化の

機会だとする一方、エレン・マッカーサー財

団のレポートにも言及し、産業政策的な側

面を強調している。 

 同行動計画は、CE の実現に向けた EU 域

内共通の枠組みを提案している。 

具体的には、優先分野の特定（プラスチッ

ク、水、重要な原材料、建設解体等）、モニ

タリングの枠組み、廃棄物に関する法令改

正（2030 年までに、一般廃棄物の 65%、包
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装廃棄物の 75%を再使用又はリサイクル

等）、資金支援（研究開発・イノベーション

促進プログラムから 6.5 億ユーロ、廃棄物

管理のために構造基金から 55 億ユーロ等）

を提案している。 

 

22--22--22--33  欧欧州州ググリリーーンンデディィーールル  

2019 年 12 月に公表された欧州グリーン

ディールは、2050 年に向けた欧州の指針と

なる成長戦略であり、同月に発足したフォ

ン・デア・ライエン委員長（現）による欧州

委員会が提示した 6 優先課題のうちの最優

先のものとして提示したものである。 

このように環境政策が重視されている背

景には、2019 年 5 月の欧州議会選における

環境政党の躍進がある。グリーンディール

では、経済成長と資源利用の相関をなくす

（デカップリング）ことにより、資源効率が

高く競争力のある経済、公正で豊かな社会

へ変革し、2050 年に気候中立（温室効果ガ

ス排出ネットゼロ）を実現することを目指

している。CE は、気候中立目標の前提条件

として捉えられ、グリーンディールの中核

施策として位置付けられた。具体的には、次

原料の使用を促進するため、再生材含有率

の義務化を導入（自動車等が例示）する他、

以下の施策が挙げられている。 

 新たな CE 行動計画の策定 

 資源集約型産業（繊維、建設、エレク

トロニクス、プラスチック等）に重

点 

 消費者にサステナブルな商品の購入

を促す仕組み、情報開示の促進 

 EV 車載バッテリー等あらゆるバッ

テリーの循環性にかかわる法整備 

 二次原料の使用を促進するため、再

生材含有率の義務化を導入（自動車

等が例示） 

等 

 

22--22--22--44  （（第第二二次次））CCEE行行動動計計画画（（新新 CCEEAAPP））  

 欧州グリーンディールを踏まえ、2020 年

3 月、（第二次）CE 行動計画（新 CEAP）が

採択された。本行動計画では、温室効果ガス

排出の約半分が資源採取と加工に由来し、

気候中立目標の達成には、完全な CE への

移行が不可欠であるとし、欧州グリーンデ

ィールの中核政策の一つと明記された。 

 欧州委員会は CE の施策により域内 GDP

が 2030 年までに 0.5%押し上げられ、新規

雇用が 70 万人分創出されると見込んでい

る。 

 本計画は、以下の 3 点を、柱として位置

付けている。 

①① 持持続続可可能能なな製製品品政政策策枠枠組組みみ（（規規範範ととししてて

のの持持続続可可能能なな商商品品、、消消費費者者ののエエンンパパワワーーメメ

ンントト）） 

 本計画では、特に生産や製品設計プロセ

スにおける資源循環に焦点を宛て、多くの

製品が、依然としてリニアモデルを前提と

していることを指摘したうえで、「持続可能

な製品政策枠組み」を提唱、そのインセンテ

ィブとなる取り組みを以下のようにとりま

とめた。 

a. 製品設計に関する施策 

 持続可能な製品の促進のために、従来

エネルギー関連製品を対象としている

エコデザイン指令を、（エコデザイン規

則viとして）強化、対象拡大する。 

 また、欧州グリーンディールを踏まえ、

「欧州委員会はより循環型の事業を促
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進するため、リサイクルを容易にする

設計・一定の原料における再生材含有

率の策定・リサイクル効率の向上に関

し、現行指令の見直しを実施する」こ

ととし、リサイクル材の含有率を向上

させる。 

 製品のサービス化（Product as a Service;, 

PaaS）を進めることにより、新しいビ

ジネスモデルの創出を目指す 

 製品、部品及び原材料に関する情報、

それらのリサイクル性や分解性等につ

いて透明性とトレーサビリティを確保

することを産業製品に求める。デジタ

ル技術を活用し、製品ライフサイクル

のあらゆる段階（設計、製造、使用、廃

棄）で、事業者や消費者がデータに確

実かつ容易にアクセスできるような取

り組みを進める（デジタル化された基

本データの総称を、「デジタル製品パス

ポート」と呼ぶ。以下「DPP」とする）。 

b. 消費者等のエンパワーメント 

 デジタル化の急速な進展とそれに伴う

技術革新に対応し、製品のアップグレ

ード等に対応しながら製品の長寿命化

をはかり、これを消費者サイドから担

保するものとして、「修理する権利

(Right to Repair)」を保障する。「修理す

る権利」は、消費者が購入した商品を

修理しながら長く使用できるよう。情

報提供、また、修理用部品の調達をし

やすくすること等を具体的な内容とす

る。 

②② 循循環環型型モモデデルルへへのの移移行行ポポテテンンシシャャルルのの

高高いい産産業業分分野野ででのの施施策策 

 特に、CE への移行のカギとなる分野を

選定（7 つの主要製品バリューチェー

ン《 電子機器・情報通信機器、バッテ

リーと自動車、包装、プラスチック、

繊維、建設と建物、食品》）し、各分野

ごとに取るべき」施策を定めた。容器

包装を例にとると、2030 年までに、EU

内で使用される容器包装を全て再利

用・リサイクルを行なうこととする。 

③③ 廃廃棄棄物物のの削削減減 

 廃棄物削減の進展策として、二次資源

活用のための安全策の改善、EU 市場創

出、また、二次使用の促進に向けて、

「廃棄物の終了基準」等の検討を行な

うこととした。 

 

22--22--22--55  （（第第二二次次））CCEE行行動動計計画画にに基基づづくく CCEE

のの政政策策パパッッケケーージジ  

 2022 年 3 月、（第二次）CE 行動計画に基

づき、持続可能な製品政策枠組み政策パッ

ケージ（第一弾）が公表された。 

パッケージには、従来エネルギー関連製

品を対象としているエコデザイン指令を、 

エコデザイン規則（案） として強化、拡

大することを中核とし、その他、持続可能な

循環型繊維製品戦略、建設資材の持続可能

性に関する規則の改正、消費者のエンパワ

ーメントに関する指令が含まれるものであ

る。 

欧州委員会は、欧州におけるマテリアル

フロー（資源フロー）は図 6 のとおり、未

だに「リニア」のまままで CE はあくまで限

定的にしか実現していないと分析している。

その原因の一つは、加盟国が独自に制定し

ている不統一な規制が消費者や事業者の混

乱を招いていることによると指摘とし、こ

のパッケージで提案されている諸政策の導

入により、EU 市場を流通するほぼ全ての物
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品について、CE に適合した持続可能な製品

であることが基準となることが期待される

としている。 

図 6  EU におけるマテリアルフロー（資源フロ－） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）新開（2022）を元に筆者作成 

 

①① エエココデデザザイインン規規則則（（案案）） 

今回のエコデザイン規則（案）により、従来

エネルギー関連製品を対象としているエコ

デザイン指令を、加盟国で直接適用される

規則に置き換えて、域内での統一的な運用

をはかり、食品、飼料、医薬品等の限られた

例外を除く幅広い分野に、CE に適合した持

続可能な製品の規範が広がることになる。 

 また、エコデザイン規則（案）では、エコ

デザイン要件として、耐久性、信頼性、再利

用性、更新可能性、修理可能性、リサイクル

可能性、懸念すべき物質の有無、リサイクル

材の含有量、炭素・環境フットプリント等エ

ネルギー等の持続可能性要件が追加され、

これらの情報の消費者等への情報開示が義

務付けられる。これにより、バリューチェー

ン全体でトレーサビリティが向上すること

になる。 

 規則（案）ではこのような製品情報を電子

情報として集約した「DPP」を、製品自体、

パッケージまたは、製品に附属する書類上

に添付することを義務付ける。 

 パッケージの公表後、欧州議会、理事会で

の法案審議に入り、2023 年 12 月に閣僚理

事会と欧州議会は暫定的な政治合意に到達

した。 

②② 消消費費者者ののエエンンパパワワーーメメンントトにに関関すするる指指

令令（（案案）） 
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消費者のエンパワーメントに関する指令

案は、製品の耐久性や修理可能性等の情報

を、販売業者に課し、これらの情報の不開示

を含む不公正な商業慣行の禁止を強化する

ことでグリーン・ウォシング（環境に配慮し

ているように虚偽にみせかけて、消費者に

誤解を与えること）を防ぐ狙いがある。 

③③ 政政策策パパッッケケーージジ（（第第二二弾弾）） 

同年 11 月に公表した政策パッケージ（第

二弾）では、包装・包装廃棄物規則（案）等

を提示した。 

同規則（案）の主要目標は、2040 年まで

に加盟国一人当たりの包装廃棄物を 2018

年と比較して 15%削減することである。ま

た、同規則（案）では、プラスチック製の包

装材は、2030 年 1 月以降、包装の種類に応

じて 10%から 35%までのポストコンシュー

マーリサイクル材の最低使用条件を設定す

る。2040 年以降は、さらにこの要件を強化

し、50%以上の最低使用要件を設定するこ

ととされている。 

 

22--22--22--66  使使用用済済みみ自自動動車車指指令令  

  EU における使用済み自動車指令（以下

「ELV指令」という）は、使用済み自動車、

特に処理が困難な使用済み自動車由来プラ

スチックの取り扱いが課題となり、2000年

に施行された。 

 2015年に公表された（第一次）CE行動計

画により、既に述べたとおり、廃棄物関連規

制について、大幅な修正が実施された。 

 その一環として、2023年 7月に、欧州委

員会は、既存の ELV 指令等にかわるもので

ある「自動車設計の循環性要件及び廃自動

車管理に関する規則案」を公表した。 

 この規則案では、自動車の再生プラスチ

ック最低含有率の義務化等が盛り込まれて

いる。 

具体的には、規則の施行 6 年後から（欧州

委員会の事前検討では、2031年を想定）、最

低 25%のポストコンシューマーリサイクル

材を含有することとし、このうちの 25%(全

体の 6.25％)は、当該車型の car to carリ

サイクル由来とするものである。 

  

22--22--22--77    EEUUタタククソソノノミミーー  

 欧州委員会は、2018 年 3 月、「持続可能な

成長への資金提供に関する行動計画」を公

表した。ここで示されている 10 のアクショ

ンのうちの一つが、2050 年の気候中立を実

現する際に関連する 6 つの環境分野に係わ

る EU タクソノミー規則の制定である。 

図 7 タクソノミー規則における 6 つの環境分野 

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）JETRO ブリュッセル事務所資料を元に筆者作成 
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EU タクソノミーは、図 7 に示す 6 つの環

境分野に貢献する事業に関する投資（サス

テナブル投資）を促進するために、投資家が

「持続可能かどうか」を判断する際の指標

となる分類システムである。いわば官民の

資金を 6 つの環境分野に貢献する事業への

投資を（事業をリスト化する等によって）誘

導するための判断基準として、EU タクソノ

ミーという枠組みは創設されたということ

ができる。 

EU タクソノミーの考え方や原則は、2020

年 7 月に EU 規則として発効した。ただ、

個々の経済活動に関する具体的な指標・尺

度（スクリーニング基準）は別途定めること

になっており、2021 年 12 月に発効した委

員会委任規則 2021/2139 がこのスクリーニ

ング基準の第一弾である。 

 EU タクソノミーの適用対象は、3 つであ

り、第一は、EU や各国政府である。今後 EU

等が発行するグリーンボンド等は、EU タク

ソノミーを満たすものに限定される。第二

は、金融市場参加者である。今後金融市場参

加者が、グリーンボンド等の金融商品を販

売する際には、投資先の EU タクソノミー

準拠率の開示が必要となる。第三は、金融機

関及び事業会社である。今後、EU タクソノ

ミー基準を満たす商品、サービスからの売

り上げが総売上高に占める比率や、EU タク

ソノミー準拠活動への投資や出費が総額に

占める比率の開示が必要になる。 

 

22--22--22--88  国国際際標標準準化化のの動動きき  

 CE については、国際標準化の動きも着実

に進展している。 

そもそもは、フランスが、2018 年 6 月に国

際標準化機構（ISO：International Organization 

for Standardization ）に CE の専門委員会

（TC：Technical Committee）の設置を提案し

たことに端を発する。2018 年 9 月に投票の

結果、第 323 専門委員会（ISO/TC323）が設

置された。投票の結果は、賛成 26、反対 6、

棄権 8 であった。日本は反対した。 

 第 323 専門委員会（ISO/TC323）の「CE」

のスコープは、「持続可能な開発への貢献を

最大化するため、関連するあらゆる組織の

活動の実施に対する枠組み、指針、支援ツー

ル及び要求事項を開発する循環型経済の分

野の標準化」viiであり、広範かつ包括的で、

この規格が定まれば、全ての CE の活動は

この規格にしばられることとなると考えら

れる。 

 第 323 専門委員会（ISO/TC323）の議長/

幹事国は、フランスであり、メンバーは、日

本を含めた 76 ヶ国、その他 20 ヶ国がオブ

ザーバーとして参画している。 

現在、IS（国際規格）の発行を目標に第 323

専門委員会（ISO/TC323）には、5 つのワー

キンググループ（WG）が設置され、議論が

なされている。具体的な内容は、表 1 のと

おりである。 

 

 

 

表 1  WG での検討内容等 
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出所) 環境省資料を元に筆者作成 

 

今後 2024 年 2 月には、WG１から WG3 の

作業項目としての国際規格（59004、59010、

59020）が発行され、2025 年 2 月には、WG5

の作業項目の一つである国際規格（59040）

が発行される見通しである。 

 

以上に示した EU における CE の発展の経

緯の概要は、表 2 のとおりであり、廃棄物

関連施策、CE 施策の関連、CE 施策の政策

ツールの展開と相互の関係を、図 8 のとお

り整理した。 

 このように EU は具体的な数値目標、効

果試算を示しながら、7 つの重点分野を特定

し、規制（法令整備）と支援（多額の資金支

援）の両輪で CE 政策を推進している。 
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出所) 環境省資料を元に筆者作成 
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図 8  EU における CE の政策の連関 
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出所）筆者作成 

 

22--22--33  我我がが国国ににおおけけるる CCEEのの位位置置付付けけ  

22--22--33--11  33RRをを基基本本ととししたた循循環環型型社社会会形形成成のの

たためめのの制制度度枠枠組組みみのの創創設設  

  

  我が国において「循環型社会」もしくは

「循環経済」という概念が制度として導入

されたのは、EU よりも古く、1990 年には、

既に、環境庁（当時）が開催した「環境保全

のための循環型社会システム検討会」にお

いて、「『持続可能な開発』を達成するために

は、地球の大気、水、土壌、野生生物といっ

た資源やこれらを織りなす生態系（エコロ

ジー）の大循環に適合するような経済活動

の在り方を考え、具体化していかなければ

ならず、自然生態系の循環とかけ離れた人

間の経済活動を自然生態系と適合させるた

めには、廃棄よりも再利用、再生利用を第一

に考え、新たな資源の導入をできるだけ抑

えることや、自然生態系に戻す排出物の量

を最小限とし、環境を攪乱しないものとす

ることが必要」とされ、そのような経済社会

システムの在り方を「循環型社会」と定義し

ている。これ以降、我が国の制度枠組みは、

資源循環というコンセプトが明確に認識さ

れたうえで構築されていった。  

1999年に経産省において、「循環経済ビジ

ョン」が策定され、2000年に環境省におい

て、「循環型社会形成促進法」が制定された。 

これらが策定された背景としては、 

① 廃棄物発生量は増大し、最終処分場の残

余年数は、8.5年、産業廃棄物については、
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3.0年と逼迫することとなったこと。首都圏

ではこの逼迫感が特に顕著であったこと 

② 一般廃棄物のリサイクル率は 1割、産業

廃棄物でも約 4割と伸び悩んでいたこと 

③ 資源面での制約も顕在化しており、石油

や金属といった枯渇性のある鉱物資源の採

取消費のペースが急ピッチで進んだこと 

等が指摘されており、これに対処するため

には、従来の経済社会で容認されてきた社

会的ルールや行動準則を転換し、環境制約

や資源制約への対応を産業活動のあらゆる

面にビルトインした、「循環型経済システム」

を構築することが必要という問題意識があ

った。 

  このビジョン、法律の制定を契機として、

従来のリサイクル(1R)に重点を置いていた

廃棄物・リサイクル対策が、廃棄物の発生抑

制（リデュース）対策と廃棄物の部品等につ

いての再使用（リユース）対策を含む「3R」

に転換されたのである。具体的な措置を講

ずるため、「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」の改正や、「資源の有効な利用の促進

に関する法律」の全面改正、個別リサイクル

法が整備された。 

 2003年以降４次にわたって策定されてき

た循環型社会形成推進基本計画（閣議決定）

も、このような循環経済の考え方を前提に

して循環型社会の在り方について提示して

いる。既に触れた横浜市の「G30」もこのよ

うな時代的な文脈を踏まえて理解する必要

がある。 

 このような取組の結果、廃棄物量は大き

く減少し、最終処分場の残余年数について

は、1999 年循環経済ビジョン策定当時と

2017年を比較すると、一般廃棄物は、8.5年

から 21.8年、産業廃棄物は、3 年から 17年

と大きく改善、循環利用率も 2000年の 10%

から 2016 年には、15.4%に上昇した。ちな

みに、2017年の EUの循環利用率は、11.7%

であった。 

 

 

図 9 現行の廃棄物・リサイクル制度の枠組み 
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出所）筆者作成 

 

 このように我が国の循環型社会、ないし

は循環経済形成のための取り組みは、一定

の効果を上げている。「循環経済ビジョン

20220」では、「廃棄物量が大幅に削減される

とともに、資源の循環利用量も増加してお

り、ゴミの分別が社会にも浸透している等、

世界的にもトップランナーの 3R を実現し

てきている。」としている。しかしながら、

3R を基本とした循環型社会/経済形成のた

めの考え方は、EUのような産業政策も包含

している CE の考え方とは異なっていたの

である。現行の廃棄物・リサイクル制度の枠

組みを図 9として示す。 

  

22--22--33--22  「「循循環環経経済済ビビジジョョンン 22002200」」策策定定  

  EUで、第一次 CE行動計画が策定され、そ

して 2019 年 12 月に欧州グリーンディール

が公表された翌年である 2020年 5月、経産

省において、「環境経済ビジョン 2020」が策

定された。 

  本ビジョンでは、図 10のとおり、現在の

状況は、1999年循環経済ビジョン時と大き

く異なるとしている。2050年の世界人口は

97億人に到達する見込み（現在 77億人）で

あること、世界の資源採掘量が 2015 年の

880 億トンから 2060年には 2倍以上（1900

億トン）へ増加すること、各国の資源循環規

制の強化等の経済・社会状況の変化により、

従来の大量生産、大量消費、大量廃棄型の線

形経済モデルはもはやたちゆかず、循環経

済への移行を図る必要があることを提示し

ている。 

図 10 循環経済モデルの必要性 
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出所）筆者作成 
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出所)経産省資料 

  本ビジョンは、4つの大きな軸を示してい

る。 

①①  経経済済活活動動ととししててのの循循環環経経済済へへのの転転換換（（33RR

かからら循循環環経経済済へへ））  

 本ビジョンは、「環境活動としての 3R を

経済活動としての環境経済への転換」とい

う大きな方向性を示したという意味で画期

的なものである。 

 その背景には、従来の大量生産、大量消

費、大量廃棄型の線形経済モデルはもはや

たちゆかないという強い危機意識がある。 

 従って、3R の延長線上ではなく、設計や

仕組みづくりから入り、廃棄物が出ること

を一切想定しない循環経済の枠組みづくり

（CE）を国全体として推し進めていくこと

が、本ビジョンの主要な軸となる。 

 このような観点から、本ビジョンは、循環

経済モデルについて、「あらゆる経済活動に

おいて資源投入量・消費量を抑えつつ、スト

ックを有効活用しながら資源の効率的な利

用で付加価値の最大化を図る循環型の経済

社会活動により、中長期的に筋肉質な成長

を目指すモデル」と定義している。 

本ビジョンでは、循環性の高いビジネス

モデルへの転換は、事業活動の持続可能性

を高め、中長期的な競争力の確保につなが

るものであり、あらゆる産業がビジネスチ

ャンスと捉え、経営戦略・事業戦略として対

応するべきとしている。 

本ビジョンでは、現状の認識として、「我

が国では、廃棄物の減容化という目的を超

えてビジネスとしての資源循環を進めるに

は至っておらず、『廃棄物処理・資源有効利

用』分野の市場は約 26%の成長に留まり、付

加価値を生み出す産業となりきれていない」

と指摘している。 

そこで、本ビジョンの中心的対象は動脈

産業である。図 11 及び図 12 に示されると

おり、動脈産業の循環型モデルへの移行に

際して、静脈産業・投資家・消費者がそれを

支える構図を描いている。 

図 11  対応の方向性 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所)経産省資料 



− 24 −Urban Study  Vol.77  JANUARY. 2024

24 
 

動脈産業には、循環型設計・循環型ビジネ

スモデルを構築していくことと併せ、自主

回収の重要性も強調されている。PaaS（製品

のサービス化）によるモノの所有権の移行

（消費者から事業者へ）や、静脈産業とより

密接に連携したリサイクルルート確保のた

めに、自主回収がますます重要になるとい

う趣旨である。 

 また、これを実現するうえで、静脈産業が

果たすべき役割は大きい。あらゆる使用済

み製品を可能な限り高度な素材として再生

し、動脈産業に供給する「リソーシング（資

源化）産業としての役割が期待されている。 

②②  ソソフフトトロローーにによよるる企企業業のの自自主主的的なな取取組組

みみのの促促進進  

 循環経済の在り方やその実現方法は、国

民性・国土条件・既存インフラ等によって

国・市場ごとに異なり、国内の事業活動のみ

を対象とした規制的手法を導入することは、 

企業の取り組みを硬直させ、国際競争力を

低下させる懸念があることから、ソフトロ

ー（民間で自主的に定められているガイド

ラインの他、行政が示す法解釈等。）、例え

ば、環境配慮設計を促進するガイダンスや

サーキュラーエコノミー移行に向けた投資

ガイダンスを活用しつつ、事業者のビジネ

スモデルの転換を促すこととする。 

③③  レレジジリリエエンントトなな循循環環シシスステテムムのの構構築築（（市市

場場ををつつくくるる））  

 資源の枯渇、制約度が高まる現状のもと

では、最適な形で域内の資源循環度を高め

なければならない。これらの廃棄物をいか

に有効な資源として捉えられるかが問われ

てくる。即ち、国内および地域内で循環する

仕組みがレジリエンス向上の鍵を握る。 

そこで、今後循環に向けた製品規格等のア

ップデート、個別分野（プラスチック・繊

維・CFRP・バッテリー・太陽光パネル）の循

環システム構築支援、需要が見込まれる素

材の再生材市場の創出等を進め、廃棄物が

有効な資源として活用されるシステムの構

築を推進する。 

④④  市市場場・・社社会会かかららのの適適正正なな評評価価  

 SDGsの発表とともに、市場・社会からの

環境配慮要請は高まりつつある。事業者に

とってこれまでコストとして認識されてい

た環境配慮の取組は、新たな事業機会創出

の源泉であり、資金を呼び込む重要なファ

クターとなる。投資家からの ESG 投資を呼

び込むためには、これらの取組について情

報開示を行い、指標が作成されるとともに、

投資家、事業者が情報を共有し対話が可能

となるような「CEガイダンス」の策定を進

める必要がある。 

 本ビジョンでは、EU の CE 政策について

触れ、「我が国産業の対応が遅れれば、EU市

場において競争力を失い、極端な場合には

EU市場から閉め出される危険すらはらんで

いる。」としており、EUでの CE 政策の導入

による危機感が、本ビジョン策定の端緒の

一つになったと推測される。 

  

  

  

  

  

  

  

図 12  対応の方向性 2 
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図 12  対応の方向性 2 
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22--22--33--33  環環境境省省・・経経産産省省・・経経団団連連にによよるる「「循循

環環経経済済パパーートトナナーーシシッッププ（（JJ44CCEE））」」創創設設  
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図 13 環境省と経団連との「循環経済パートナーシップ」創設の合意 
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出所）経団連資料 

 

 2021年 3月、環境省、経団連、そして経

産省により、CEの実現を促進するための官

民プラットフォームである「循環経済パー

トナーシップ（略称：J4CE）が創設された。

参加企業は、経団連の会員企業または団体

であり、本邦企業による先進的な取組事例

を国内外に発信するとともに CE を実現す

るための課題整理のための官民対話や、業

種や企業の垣根を越えた連携を見据えたビ

ジネス交流会を行なっている。その成果は、

2022年 4月に「J4CE2021年度活動報告」と

してまとめられた他、グッドプラクティス

を集めた「注目事例」を英語版も含めて公表

している。 

 経団連は、CE を成長戦略の一つと捉え、

「サーキュラーエコノミーの実現に向けた

提言」を、2023 年 2月に公表した。経産省

が、3月に「成長志向型の資源循環経済戦略」

（後掲）を策定する 1 ヶ月前のことであっ

た。 

 

22--22--33--44  環環境境省省・・経経産産省省のの動動きき  

①①  「「ササーーキキュュララーーエエココノノミミーーにに係係るるササスステテ

ナナブブルル・・フファァイイナナンンスス促促進進ののたためめのの開開示示・・

対対話話ガガイイダダンンスス」」公公表表  

  CEに特化したファンドも増え始めている

が、本邦企業を対象にしたファンドはほと

んどないのが実情である。そこで、「循環経

済ビジョン 2020」でも提言されているとこ

ろではあるが、経産省及び環境省は、CEに

特化した投資家・経営者向け情報開示のガ

イダンス「サーキュラーエコノミーに係る

サステナブル・ファイナンス促進のための

開示・対話ガイダンス」を 2021年 1月に

公表した。これは、「世界初」の政府による

CE に特化した情報開示ガイダンスであり、

企業の経営理念や価値観及びビジネスモデ

ルが、中長期的な視点で循環型の概念が組

み込まれているかどうかを示すガイダンス

になっている。 
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②②  ププララススチチッックク資資源源循循環環戦戦略略のの策策定定及及びび

ププララススチチッッククにに係係るる資資源源循循環環のの促促進進等等にに関関

すするる法法律律のの公公布布、、施施行行  

  廃プラスチックについては、2019年に環

境省、経産省、国交省等によりプラスチック

資源循環戦略が策定された。さらに、実質的

に最初の CE の具体的な取組の実施となる

プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律が、環境省、財務省及び経産省の共

同提出法案として、2021年 6月に成立、公

布され、2022年 4月から施行された。この

法律は、プラスチックの資源循環を包括的

に促進するため、設計・製造、販売提供、排

出・回収・リサイクルというライフサイクル

全体について資源循環体制を強化するため

の施策を講じる基本方針を策定することを

主な措置内容とする。 

特筆すべきことの一つとして、設計・製造

段階で、環境配慮設計に関する指針を策定

し、指針に適合した製品であることを認定

する仕組みを設け、認定製品を国が率先し

て調達することとしたことが挙げられる。 

③③  「「循循環環経経済済工工程程表表」」ののととりりままととめめ  

更に環境省は、2021 年 10 月に改訂され

た地球温暖化対策計画に、「サーキュラーエ

コノミーへの移行を加速するための工程表

の今後の策定に向けて具体的な検討を行な

う」と記載されていることを踏まえ、2050

年を見据えて目指すべき循環経済の方向性

と 2030年に向けた施策の方向性を、中央環

境審議会循環型社会部会において「循環経

済工程表」としてとりまとめた。 

 

22--22--33--55  「「成成長長志志向向型型のの資資源源自自律律型型経経済済戦戦

略略」」策策定定公公表表  

①①  経経産産省省産産業業構構造造審審議議会会総総会会でで「「成成長長志志向向

型型のの資資源源自自立立経経済済のの確確立立」」がが提提言言  

  2022年 5月、経産省産業構造審議会（以

下「産構審」という）で、「成長志向型の資

源自立経済の確立」という考え方が打ち出

された。 

 これは、 

① コロナ禍やウクライナ侵攻など国際情

勢の変化により更に不確実性が高まる状況

のもと、物資や資源の供給リスクが高まる

一方、世界人口の増加により資源消費が増

大する中、特定の国に対する物資や資源の

依存し続けるのは、中長期的に経済の脆弱

性を高めること 

② このため、安全保障を目的とした半導体

等の戦略的自立性の確保、3Rや廃棄物対策

ではカバーされない領域の供給制約への対

策を講じる必要性があること 

から、国際的な供給途絶リスクをできるだ

けコントロールし、経済の強靱化を進める

ため、資源循環経済対策の再構築を図り、成

長志向型の資源自立経済の確立を目指すべ

きというものである。 

  このような提言の背景には、EUも、欧州

委員会が、ウクライナ情勢等を踏まえ、2022

年 3 月に「持続可能な製品を基準とし、欧

州の資源独立性を高めるための新提案」と

して、エネルギーや資源依存から脱却し、外

的影響に対してより強靱な循環経済（CE）へ

の移行に向けた取組強化のための一連の措

置を提言していることが一因となっている

と考えられる。 

②②  成成長長志志向向型型のの資資源源自自律律型型経経済済デデザザイインン

研研究究会会ででのの検検討討  

  この提言を踏まえ、経産省は、2022年 10

月、有識者から成る成長志向型の資源自律
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経済デザイン研究会を立ち上げ、3月までに

計 7回開催し、3月 31日に、「成長志向型の

資源自律経済戦略」としてとりまとめ公表

した。 

③③  成成長長志志向向型型のの資資源源自自律律経経済済戦戦略略のの策策定定、、

公公表表  

③③--11  問問題題意意識識  

  本戦略は、本戦略策定にあたり、図 14の

とおり、3つの問題意識について指摘してい

る。 

aa..  資資源源制制約約・・リリススクク（（経経済済のの自自律律性性））  

(ⅰ) 世界のマテリアル需要増大 

 世界の多くのマテリアルの需要が大幅に

増大しており、将来は枯渇する可能性があ

る。特に、金、銀、銅、鉛、錫といった資源

は、2050年までに累積需要が埋蔵量の 2倍

超となると見込まれる。 

(ⅱ) 供給が一部の国に集中しているマテ

リアルあり 

枯渇までには至らないものの、ニッケル、

マンガン、コバルト、クロム等の特定国への

集中度が高いマテリアルが存在する。、 

また、中国によるレアアース輸出制限、イ

ンドネシア（最大生産国）によるニッケル鉱

石の輸出禁止の例に見られるように、特定

国の政策が我が国に及ぼす影響は大きい。 

(ⅲ) 日本は先進国の中でも自給率が低い 

bb..  環環境境制制約約・・リリススクク  

廃棄物処理の困難性増大 

日本は、これまで大量の廃棄物を国外に輸

出してきたが、廃棄物の越境制限をする国

が増加しており、国際条約（バーゼル条約

等）も厳格化の方向に動いている。 

また、廃棄物の最終処分量の圧縮は、焼却処

分による減量化が主な要因であり、廃棄物

の利活用（再生利用）により、まだまだ改善

の余地がある。 

cc..  成成長長機機会会  

資源自律経済への対応が遅れると多大な経

済損失の可能性 

CEの市場が今後大幅に拡大していく見込

みであり、成長の機会が多く存在する一方

で、対応が遅れれば、マテリアル輸入の増

大、価格高騰による国富流出、国内物価上昇

のリスク増大にさらされる。 

そして、CEを担保しない製品は世界市場

から排除される可能性がある。海外では既

に CE への移行に向けた動きが加速化して

おり、欧州では、欧州委員会主導による強制

力のある CE関連規制の導入により、計画経

済的な市場形成が進んでいる。 

さらに、CE関連市場は、国内外で今後大

幅に拡大が見込まれている。静脈産業は大

成長産業になる見通しもあり、アクセンチ

ュアによれば（既出）、世界全体では、2030

年に 4.5 兆ドル、2050 年に 25 兆ドルまで

拡大するとの予測があり、日本国内では、

2020 年に 50 兆円であった CE 関連市場を、

2030 年、2030 年に 80 兆円、2050 年に 120

兆円に拡大することを見込んでいる。対応

が遅れれば、成長機会を失うばかりでなく

廃棄物処理の海外依存の可能性も懸念され

る。 

 

 

 

図 14 成長志向型の資源自律経済戦略の問題意識 
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図 14 成長志向型の資源自律経済戦略の問題意識 
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③③--22  具具体体的的対対応応策策  
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  CE 投資支援として研究開発・実証・設備
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スタートアップ・ベンチャー支援を行なう。 

 これらの財源としては、GX経済移行債と
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cc..  関関係係主主体体のの連連携携強強化化  

 CEへの移行を実現するに当たっては、個

社だけの取組だけでは難しいことから、関

係主体の連携が不可欠との認識のもと、産

官学のパートナーシップ（国、地方公共団

体、企業、業界団体、関係機関、関係団体等

が参画）を立ち上げる。ここでは、CE実現

に向けたビジョン、ロードマップの策定、循

環の実態を可視化する CE 情報流通プラッ

トフォームの構築についての検討を皮切り

にして、その他の個別テーマについても順

次検討をしていく。 

図 15 成長志向型の資源自律経済戦略の具体的対応策 
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22--22--33--66  GG77広広島島ココミミュュニニケケ、、骨骨太太のの方方針針  

①①  GG77広広島島ココミミュュニニケケ  

  こうした中、我が国の積極的なコミット

メントもあり、G7では、CEの理念は共有さ

れることとなった。 

 我が国は、2021 年の G7気候・環境大臣会

合において「循環経済及び資源効率性原則

(Circular Economy and Efficiency 

Principles, CEREP)の作成を提案し、合意

され、2023年 4月に開催された G7気候・環

境大臣会合で、「循環経済及び資源効率性原

則(CEREP)」が採択された。 

同年 5月に開催された G7広島サミットで

は、首脳コミュニケで以下のように明記さ

れ、循環型で、気候変動に強靱で、汚染のな

い、ネイチャーポジティブな経済へ転換す

ることがコミットされた。 

「我々は、持続可能で包摂的な経済成長及

び発展を確保し、経済の強靱性を高めつつ、

経済・社会システムをネット・ゼロで、循環

型で、気候変動に強靭で、汚染のない、ネイ

チャーポジティブな経済へ転換すること、

及び 2030 年までに生物多様性の損失を止

めて反転させることを統合的に実現するこ

とにコミットする。 
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我々は、バリューチェーンにおける資源効

率性及び循環性の向上が一次資源の使用量

を削減し、気候変動やその他の環境目標の

達成に貢献することを強調し、ステークホ

ルダー、特に企業に対し、そうした行動を強

化することを奨励する。したがって、我々

は、循環経済・資源効率性原則（CEREP）を

支持する。」 

②②  骨骨太太のの方方針針へへのの反反映映  

 また、2023 年 6月に閣議決定された経済

財政運営と改革の基本方針（いわゆる「骨太

の方針」）2023 では、CE（循環経済）の実現

に取り組むこと、資源循環市場の創設を支

援する制度の導入が、以下のとおり明記さ

れた。 

「第 2章新しい資本主義の加速 

２．投資の拡大と経済社会改革の実行 

（２）グリーントランスフォーメーション

（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）等の加速 

環境制約・資源制約の克服や経済安全保障

の強化、経済成長、産業競争力の強化に向

け、産官学連携のパートナーシップを活用

しつつ、サーキュラーエコノミー（循環経

済）の実現に取り組む。また、動静脈連携に 

よる資源循環を加速し、中長期的にレジリ

エントな資源循環市場の創出を支援する制

度を導入する。 

※動静脈連携：生産から小売に至る「動脈産

業」と消費後のリサイクル等の「静脈産業」

の連携。資源循環市場：再生材の価値を市場

で適切に評価し、再生材の活用を拡大する

ことを含む。」 

  

22--22--33--77  政政府府施施策策のの急急速速なな展展開開  

  このような状況のもと、政府の動きも加

速していく。 

①①  岸岸田田首首相相発発言言、、CCEEにに関関すするる車車座座対対話話  

  2023年 8月、岸田首相は、富山県を訪問

した際（資源循環関係の事業者を視察、図

16）、「地方活性化の観点からも、サーキュラ

ーエコノミーの視点は重要」等と発言、10

月に関係者を招き、「サーキュラーエコノミ

ーに関する車座対話」を実施した（図 17）。 

 

図 16 岸田首相の資源循環関係の事業者（ハリタ金属株式会社）現場視察 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所)環境省資料 
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図 17 サーキュラーエコノミーに関する車座対話 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所)官邸資料 

  

同じく 10月には、岸田首相は、閣議後、環

境大臣、経済産業大臣及び関係省庁幹部と

打ち合わせを行ない、CEの取組を強化、具

体的には、①すぐ着手すべき取組について

経済対策に盛り込む ② 関係省庁が協力し

て産学官連携強化を進める③ 予算拡充、関

連制度の見直しに着手する等の指示を行な

った。 

②②  総総合合経経済済対対策策ででのの位位置置付付けけ  

  2023 年 11 月に閣議決定された「デフレ

完全脱却のための総合経済対策」では、以下

のとおり具体的な施策が盛り込まれている。 

「第 2章 経済再生に向けた具体的施策 

第 2節 地方・中堅・中小企業を含めた持続

的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現す

る 

3．経済の回復基調の地方への波及及び経済

交流の拡大 

（3）GX・DXの推進及び AIの開発力強化・

利用促進に資する基盤整備 

サーキュラーエコノミーの実現を目指し、

地方創生の観点も踏まえつつ、産官学連携

のパートナーシップの活動、資源循環に係

る研究開発から実証・実装までの投資支援

の拡充、動静脈連携の加速に向けた制度整

備、2024 年夏を目途とした『循環型社会形

成推進基本計画』の見直しの検討に取り組

む。食品ロス削減、サステナブル・ファッシ

ョン等の推進及び新たな国民運動『デコ活』

によるライフスタイル変革に取り組む。」 

③③  環環境境省省、、経経産産省省のの対対応応  

  経産省は、資源有効利用促進法等の改正

を行ない,3R、CEに関する関連法制を拡充・

強化の検討を行なうことを目的として、 

9 月に有識者からなる資源循環経済小委員

会を立ち上げた、また、CEに関する産学官

のパートナーシップを立ち上げ、9月より会

員の募集を開始した。会員数は、12月 20日

時点で 307者（企業：231社、業界団体：17

団体、自治体：13自治体、大学・研究機関：

16機関、関係機関・関係団体：30機関）と

なっている。12月 22日には、経済産業省、

環境省共催で、「サーキュラーエコノミーに

関する産官学のパートナーシップ（サーキ
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ュラーパートナーズ《英語名：Circular 

Partners、略称：CPs》）」の活動の立ち上げ

イベント・第 1 回総会が開催された。ここ

では、委員 16名から構成されるガバニング

ボード及び 3 つのワーキンググループ（ビ

ジョン・ロードマップ検討 WG《座長：細田

衛士東海大副学長》、CE情報流通プラットフ

ォーム構築ＷＧ《座長：梅田靖東大大学院教 

授》、地域循環モデル構築ＷＧ《座長：野田

由美子ヴェオリア・ジャパン会長》）の設置

が決定された。令和 6年度予算要求として、

産官学連携による CE加速事業（4億円）を

要求している。 

 環境省は、2024年に策定予定の第 5次循

環型社会形成推進基本計画に、地方創生、産

業競争力強化、経済安定保障への貢献を盛

り込みつつ、循環経済への移行を明記し、循

環経済への移行に向けたマイルストーン

（素材ごとの方向性や数値目標）やその実

現のための施策を明記すべく検討を行なっ

ている。 

  以上に示した我が国における CE 政策の

経緯の概要は、表 3のとおりである。 
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表 3 我が国における CE政策の経緯の概要 
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22--33  本本論論のの問問題題意意識識ととリリササーーチチククェェススチチョョ

ンン  

本章では、まず、PPP/PFIにおいてステー

クホルダーエンゲージメント理論というホ

リスティックアプローチが活用されはじめ

た背景にについて触れ、そのようなホリス

ティックアプローチを採ったが故に成功し

た事例である横浜市の G30 の事例について

整理した。次ぎに、サーキュラーエコノミー

について、EU、そして我が国での施策の展開
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クを行なうことにより、「三角測量」による

バイアスの回避に努めた。 
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  アムステルダム市は、人口 921,402 人

（2022年）であり、憲法上のオランダの首

都（首都機能の大半は、デン・ハーグに存在）

であるviii。 

 オランダは、EU が第一次 CE 行動計画を

定めた 2015 年の翌年の 2016年に、2050年

までに社会全体を CE化（100%CE 化）すると

宣言した。EU 統計によると、2021 年の EU

全体の循環型素材利用率が 11.7%であるの

に対してオランダのサーキュラリティ（循

環率）は EU加盟国の中で最も高い 34%とな

っているix等、EUの諸国の中でも CE先進国

といえる。その結果ということもあるのか、

オランダ企業のフィリップスは、CE事業だ

けで全体の収益の 15%程度を占める程度に

至っている。 

 アムステルダム市は、2015年に、CEに係

る詳細な調査を実施し、オランダ政府と同

じく、2050 年までに社会全体を CE 化

（100%CE化）するという目標を掲げた。そ

の後アムステルダム市は、同市に本拠地を

もつサーキュラーエコノミー推進団体であ

る Circle Economy（欧州開発銀行、BMWフ

ァンド等が出捐し 2011年に設立。アムステ

ルダム市の他欧州 15 都市以上と協働して

いる）と連携し、2019年 6月に、「アムステ

ルダム市サーキュラー戦略 2020-2025」を公

表した。アムステルダム市は、マテリアル・

フロー・アナリシス（資源流動分析）という

手法を用い、建設業からの廃棄物が全体の

約 23%を占めていることを導出した。同戦略

では、建設業からの廃棄物の他、食品廃棄

物、消費財を重点分野として整理し、2030

年までに使用される第一次原材料の 50%を

削減するとしている、 

また、本戦略が特徴的なのは、英国の経済

学者であるケイト・ラワースの協力を得て、

彼女が提唱する経済の概念である「ドーナ

ッツ経済」を戦略の中核に据えていること

である。ドーナッツ経済の概念は、図 18の

とおり、二重の円（ドーナッツ）を用いて、

小さい円の内側は最低限保障されなくては

ならない社会的な土台であり、誰一人とし

てこの部分が不足してはいけないものとす

る。ラワースによれば、基本項目は、12で

あり、食糧（十分な食糧）、水と衛生（上水

道と衛生設備）、エネルギー（エネルギーの

利用《空気を汚さない調理設備》）、教育、健

康（医療）、住居（人間にふさわしい住居）、

所得と仕事（最低限の所得と人間らしい仕

事）、ネットワーク（情報通信と社会的な支

援のネットワーク）、男女の平等、社会的平

等、政治的発言力、平和と正義を掲げてい

る。そして、これらの項目は全て SDGsに含

まれており、そのほとんどが 2030年までの

達成を目標としている。一方、大きい円の外

側は、環境の上限を示している。この境界線

は 9 つの項目から成り立っており、ラワー

スによれば、それは、2009年、ヨハン・ロ

ックストロームとウィル・ステファンに率

いられた地球システム科学の国際的な研究

グループによって提案された地球環境の許

容限界による。具体的には、海洋酸性化、化
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学物質汚染、窒素及び燐酸肥料の投与、収

水、土地転換、生物多様性の喪失、大気汚染、

オゾン層の減少である。ラワースがこのド

ーナッツ経済モデルで提唱しているのは、

このドーナッツの外線と内線に挟まれた安

全で公正な範囲に収まることが必要という

ことである。また、ラワースは、21世紀の

経済成長のイメージも「CDPの果てしない成

長」から「ドーナッツのバランスのとれた繁

栄」へと変るべきとしている。 

 

図 18 ドーナッツ経済の理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）ドーナッツ経済（2021）をもとに筆者作成 

 

1994年、英国の John Elkington氏は、持

続的な経営には、「経済的側面」だけではな

く、「環境的側面」、「社会的側面」が欠かせ

ないとするトリプルボトムラインを提唱し、

その後この考えは、Profit、Planet、People

という 3 つの P として企業が持続的な経営

を行なう上で欠かせない理念として採用が

広まった。 

EUにおける CEは産業政策的色彩が強く、

この三つの P のうち、Profit と Planet と

のつながりは明確に示しているが、People

とのつながりは必ずしも明確ではなかった。

図 19のとおり、アムステルダム市の「ドー

ナッツ経済」採用の試みは、Peopleとのつ

ながりを明確にすることを試みているとい

う意味で、ユニークなものといえる。 

 

 

 

 

図 19 3つの Pの関係 
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出所）筆者作成 

  

 本戦略では、第 1 章 イントダクション、

第 2章 趣旨に続く第 3章として、ドーナッ

ツ経済について触れている。その中では、ア

ムステルダム市において、ドーナッツ経済

を採用した CEを実現するために、全ての参

画するステークホルダーを結集するプロセ

スがデザインされているとしている。50人

以上の市職員と 3 つの重点分野に関わる

100以上のステークホルダーが結集され、プ

ロセスを進行していく際に踏むべき段階ご

とに多様なステークホルダーが参画するワ

ークショップが開催される。 

 また、第 4 章 アムステルダムの CE の目

指すべき方向では、CEを推進する梃子（レ

バー）の一つとして、システム思考（Systems 

Thinking）を掲げている。アムステルダム市

は、CEへの移行には、システム自体の変化

が不可欠としているがx、このような課題に

取り組む際には、総体的に物事にアプロー

チするホリスティックなアプローチが重要

としている。ここでは、ホリスティックなア

プローチについて、新たなシステムに移行

するにあたり生じるシステム内の影響の相

互作用を、総体的に分析し探索することと

説明している。そしてこのようなアプロー

チを取るためには、全てのステークホルダ

ーの包摂、関与、連携が必要としているので

ある。その一方、CEは雇用を創出するもの

であり、梃子の一つとして、円滑な雇用創出

のために教育トレイニングプログラムの整

備も掲げられている。 

 第 4 章では、具体的な政策手段も掲げて

いる。規制、立法行為（ルールの制度化）、

財政的なフレームワーク（税制、融資等）、

直接的な財政支援（補助金、CEフレンドリ

ーな調達）、経済的なフレームワーク（EUや

オランダ国政府の支援措置等を積極的に活

用）、知識・助言・情報、ガバナンスが挙げ

られているが、これに加えて、協働するため

のプラットフォームやインフラストラクチ

ュアも挙げている。このようなプラットフ

ォームにより、知識、データ、グッドプラク

ティス等の情報がステークホルダーとの間

で共有されることにより、行政の透明性が

確保され、さらに、裨益したスタートアップ

企業等が主体的に活動できる（empowerment）

ことが可能となるとしている。 
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 また、同市は、ステークホルダーと様々な

取組を実践しつつ、協働していくプロセス

で学んでいく「Learning by Doing」（まず

は行い、そこから学んでいく）をモットー 

としているとされている。 

 それぞれの製品やプロセスの環境負荷の

レベルについては 2020 年に公表された

「Amsterdam Circular Monitor」に示され

ているが、その後、より詳細な資源のフロー

について、2022年に定量的にデータとして

公表されており、さらにアムステルダムの

CE施策の効果測定を行なうことができる指

標も開発中とのことであるxi。 

アムステルダム市では、Amsterdam Donuts 

Coalitionという市民が中心となり（コミュ

ニティメンバー1294名）、市民へのドーナッ

ツ経済の普及啓蒙を主たる目的として活動

している主体も存在するxii。 

 また、2020年 3月には、アムステルダム

市の現在の状況をドーナッツ経済の枠組み

におとしたシティ・ポートレットが、

「Amsterdam City Doughnut」として公表さ

れた。 

2018年に初の女性市長として就任したフ

ェンケ・ハルセマ氏（環境保護政党グリーン

レフトの元党首）は、昨年、来日した際、「循

環経済はコミュニティに重点を置いており、

社会的な方法で社会を変革するもの」と発

言している。同行した廃棄物管理会社の CEO

であるエバート・リヒテンベルト氏も「自治

体、企業、市民、全てのステークホルダー同

士がたくさん議論を重ねていくのがオラン

ダ流のやり方」と述べておりxiii、CEをホリ

スティックなアプローチによりステークホ

ルダーの協働、共創により実現していくと

いう理念はトップも含め市全体に浸透して

いるようである。アムステルダム市のステ

ークホルダーの協働モデルを図 20 に示す。 

図 20 アムステルダム市のステークホルダーの協働モデル 
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出所）筆者作成 

  

44--11--22  ロロンンドドンン市市のの事事例例  

 ロンドン市（行政区として the Greater 

London Authority《以下「GLA」という》が

管轄するエリア）は、人口 898 万 2256 人

(2019 年現在 ) xivであり、 32 の特別区

（borough）から構成されている。 

 ロンドン市での CE の推進は、ReLondon

（リロンドン、旧 London Waste and 

Recycling Board《LWARB》）によりなされて

いるxv。このリロンドンという組織は、廃棄

物と資源管理の向上と低炭素社会への移行

の促進を目的としたロンドン市長と特別区

のパートナーシップである。リロンドンは、

the Greater London Authority Act 2007

に基づき設置され、ボード（理事会）は、特

別区職員出身者、民間出身者等からなる 8

人の理事から構成されている。 

ロンドン市では、CEは、ロンドン市長か

らの依頼を受けてリロンドンが、2015年に

「Towards a circular economy（サーキュ

ラーエコノミーへ向かって）」を策定・公表

したことから始まっている。リロンドンは、

この報告書をベースとしながら 2017年 6月

に、2036 年までのロンドンの CE への移行

の道筋を示した「Circular Economy Route 

Map」を公表した。ロンドンの CE 施策は、

このルートマップに即して進められている。 

 リロンドンの CEへの対応は、大きく 4つ

のステークホルダーに対応する形でなされ

ている。第一に、特別区、第二に、民間企業

特に中小企業、第三に、社会起業家、そして、

第四に市民である。 

 特別区は、市民等に直接接するいわば基

礎的な自治体であることから、廃棄物の削

減やコミュニティの自律的な CE の実践を

推進していく立場にある。リロンドンは、具

体的なツールの提供も含め、これらに対し

政策立案支援等の様々な支援を行なってい

る。 

 民間企業特に中小企業に対しては、CEへ

の移行支援プログラムの実施や、GLAとの提

携により サーキュラーエコノミーに特化

したファンドを立ち上げ、金融的支援を行

なっている。 

 社会起業家については、400以上のビジネ

スを既に立ち上げ、CEビジネスモデルを拡

大しているとしている。リロンドンの試算

によれば、2030 年までに 284000 の雇用が

創出されることが見込まれている。これら

の社会起業家との接点の方式は多様であり、

オンラインの参加希望フォームもあれば、

コンシェルジュサービスもある。また、直接

リロンドンが企業や店舗を訪問してアピロ

ーチすることもある。 

 市民に対しては、直接には、「London 

Recycles」キャンペーンを行なっている。最

近、キャンペーンには、「修理して使用」も

その内容に含まれることとなった。これら

は地元の修理業者との連携により行なわれ

ている。 

 このように、リロンドンのステークホル

ダーとの協働は、市民、コミュニティとの関

係は基礎的な自治体として特別区が行なう

ものであるから、社会起業家も含めた民間

企業との間でなされるものが中心と拝察さ
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れる。ロンドン市のステークホルダーの協

働モデルを図 21に示す。 

 

図 21 ロンドン市のステークホルダーの協働モデル 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）筆者作成 

  

44--22  横横浜浜市市のの事事例例  

44--22--11  横横浜浜市市をを比比較較事事例例研研究究のの対対象象ととししてて

選選定定すするる理理由由  

  

 横浜市の廃棄物政策（G30等）については、

既に 2-1-2 で触れたとおりであり、市民、

民間事業者も含めた全てのステークホルダ

ーを包摂したホリスティックなアプローチ

によって、廃棄物 30%減量という目標をわず

か 3年で達成した。 

一方、横浜市では、2008年に官民連携を促

進することを目的とした共創推進事業本部

（現在の共創推進室）を設置し、官民連携に

よる行政課題、社会課題の取組についても、

海外事業も含め積極的に展開している。「共

創」と、横浜市では呼ばれているこの官民連

携の取組は、横浜市の市政推進の方針であ

る中期計画にも明記されており、横浜市の

行政を進める上での基本方針の一つとなっ

ている（町田, 2017）。 

 横浜市では、2022年 12月に策定した「横

浜市中期計画 2022-2025」で、9つの戦略の

一つとして「Zero Carbon Yokohamaの実現」、

また、それを実現していく政策「脱炭素社会

の推進」及び「持続可能な資源循環の推進」

を掲げ、「サーキュラーエコノミー（循環経

済）の構築」に取り組んでいる。 

 中期計画では、さらに、その内容として、

「プラスチックリサイクルの拡大や食品ロ

スの削減、下水道資源の更なる活用など資

源循環の推進とともに、地域における脱炭

素化の取組支援、産業の育成や農業の地産

地消など、市民・企業等の行動変容を促すこ
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とで、地域課題の解決にもつながるサーキ

ュラーエコノミーを構築し、市内経済の循

環と持続可能な発展につなげます。」と提示

している。 

 このように横浜市では、CEの推進にあた

り、ただ単に環境政策、産業政策の観点のみ

ならず、市民・企業等の行動変容を促すこと

により地域課題の解決も視野に入れている

としており、CEの政策展開について、アム

ステルダム市等欧州諸都市との共通の要素

がみてとれる。 

 本論では、アムステルダム市等欧州諸都

市との比較の観点から、ここで示されてい

る地域における取組に焦点を当て、「一般的

なサーキュラーエコノミーが、資源・製品の

リサイクルを中心に展開しているのに対し

て、資源や製品に限らずひとのエンパワー

メントとまちの持続可能性にも着目」して

取り組んでいる共創推進室の取組につき焦

点を当て、事例研究を行うこととする。 

  

44--22--22  施施策策実実施施にに至至るる経経緯緯  

横浜市では、このような施策を、「サーキ

ュラーエコノミープラス」と呼び、リビング

ラボによる施策の展開という戦略をとって

いる。そこで、まず、リビングラボとは何か

について触れていく。 

 

44--22--22--11  リリビビンンググララボボととはは  

 リビングラボとは、オープンイノベーシ

ョンを進める手段として、サービスの利用

者である生活者とサービスの提供者である

企業・行政が共にサービスを創る（共創す

る）方法論とされている。 言い換えれば、

製品・サービス開発の過程に利用者を積極

的に巻き込み、利用者と共にアイディアを

創出していくものである（木村・赤坂, 

2018）。ユーザーを課題設定の段階から巻き

込み、必要な製品・サービスのプロトタイプ

を構築しながら、生活環境の中で実証する

ことで改良し、長期的な視点で課題の解決

を志向していくための手法ということにな

る（坂田・平井, 2021）。 

 このようにリビングラボとは、特に、民間

企業の製品開発について、多様なステーク

ホルダーを巻き込んで行なっていく手法と

して活用されることが多いようである。 

 木村・赤坂(2018)によれば、リビングラボ

という概念自体は、そもそもは米国で生ま

れたものである。技術的システムと社会的

システムとは密接な関わりがあり、両者を

切り離すことはできないという考え方等に

由来する。リビングラボという単語自体は、

マサチューセッツ工科大学教授であり、建

築家の WilliamJ.Mitchel により提唱され

たといわれている。その後、1990 年代に欧

州にわたり、2000年に欧州最初のリビング

ラボである Testplace Butaniaが導入され

た後、各国に広がり、2006年に EUの議長国

であったフィンランド主導で、19のリビン

グラボにより ENoLL（European Network of 

Living Lab）が設立された（木村・赤坂, 

2018）。このように欧州を中心として発展し

たリビングラボの概念は、日本においても

2010年代から広まり、各地で実践されるよ

うになった。 

 このようなリビングラボの特徴は、図 22

に示すとおり、ステークホルダーが一堂に

会して、具体的で実行可能な解決策を継続

的に共創するプロセスであることにあると

される。あくまでプロセスに着目した概念

であり、特に具体的な「場」が必要な概念で
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はない。大きな特徴は、ステークホルダーが

継続的に巻き込まれるところにある（坂田・

平井, 2021）。 

 

図 22 リビングラボのプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所)坂田・平井(2018)をもとに筆者作成 

 

  坂田・平井(2021)では、リビングラボの先

進的な事例としてデンマークの事例を挙げ

ている。デンマークは、表 4 のとおり、イ

ノベーションが進んだ国を示す指標

（Global Innovation Index(GII)xviで、ラ

ンキング上位（2023年で 9位；ちなみに日

本はシンガポール、韓国、中国に劣後し、第

13位）であり、このイノベーション大国を

支える手法として活用されているのが、リ

ビングラボだとされている。典型的事例と

して挙げられているのが、デンマーク第 3

の都市であるオーデンセ市の路面電車開発

プロジェクトであり、ユーザーとしてハン

ディキャップのある人々が、列車の色の決

定に参画した。その結果、視力に問題のある

彼らでも暗い冬でも見分けがつくよう、当

初の灰色からライトベージュに変更になっ

た。このようにデンマークのリビングラボ

では、ユーザー関与の在り方として、

Influence(意思決定に影響を及ぼす)レベ

ル（デンマークでリビングラボの関係を主

に受託している民間コンサルタントが設定
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するユーザー関与のレベルの度合いは、A. 

Information 、 B. Inspiration 、 C. 

Involvement、D. Influence の 4 段階に分

けられ、後者ほど関与の度合いが高くなっ

ている）での参画が求められている。また、

デンマークのリビングラボは、製品、サービ

スの開発に留まらず、課題が発生した際に、

必要に応じて製品・サービスを開発・修正し

ながら、ステークホルダーを巻き込みその

課題を解決していくという一連のサイクル

を継続して回すことのできる仕組みの構築

に重点を置いている。 

表 4  Global Innovation Index(GII)上位 20位までの国々（2013年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）GlobalInnovation Index 2023 を元に筆者作成 

 

  また、坂田・平井(2021)は、リビングラボ

は、我が国では、主に長期的な社会全体の課

題解決を様々なステークホルダーが協働し

て行うものとして活用されることが多いと

している。また、このような場合、単年度予

算に縛られる地方公共団体よりも、長期的

な視点で経営と紐付けて課題設定できる民

間企業が主導的な立場を取るべきではない

かとしている。 

 

44--22--22--22  横横浜浜市市ににおおけけるるリリビビンンググララボボのの立立

ちち上上げげ  

 2016年 12月、政府は、ビッグデータの活

用等新たな IT データに関わる必要性に対

応するため、官民データ活用推進基本法を

公布施行し、都道府県には、「都道府県官民

データ活用推進計画」の策定を義務付け、市

町村（特別区を含む）には、「市町村官民デ

ータ活用推進計画」の策定を努力義務とし

た。 
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するユーザー関与のレベルの度合いは、A. 

Information 、 B. Inspiration 、 C. 

Involvement、D. Influence の 4 段階に分

けられ、後者ほど関与の度合いが高くなっ

ている）での参画が求められている。また、

デンマークのリビングラボは、製品、サービ

スの開発に留まらず、課題が発生した際に、

必要に応じて製品・サービスを開発・修正し

ながら、ステークホルダーを巻き込みその

課題を解決していくという一連のサイクル

を継続して回すことのできる仕組みの構築

に重点を置いている。 
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横浜市でも、このような国の動きに対応す

るため、データ活用を行ない、民間企業等と

の先進的な取組を庁内横断的に検討、推進

する組織として、横浜市官民データ活用推

進基本条例に基づき、2017 年 4月に「オー

プンイノベーション推進本部」を設置した。

2018年 5月には、横浜市官民データ活用推

進計画が策定される。 

 このような状況のもと、社会課題に対す

る対応についても何らか新しい対応を行な

うことが求められていた。 

 21世紀に入り、女性は、家事・育児・介

護といったいわゆる主婦的な役割から経済

活動の担い手としてその役割を大きく変え

つつあった。政府も少子高齢化に伴う経済

活動の担い手不足といった状況もあり、こ

のような潮流を後押ししていた。一方、社会

課題、地域課題は多様化、複雑化し、様々な

スキルやノウハウを有する民間企業との連

携が従来にも増して必要不可欠となってい

た。 

 このような社会課題に対応する際の従来

の横浜市のアプローチは、町内会等の既存

の組織に働きかけるものであった、しかし

ながら、このような町内会等の活動は、主に

高齢者や主婦のボランティアによって担わ

れており、複雑化した社会課題に対しては、

このような住民のボランティア活動だけで

は対応しきれないものとなっていた。学生

や 30 代～40 代の働き盛りの女性を含む市

民への働きかけへと大きく舵を切る必要が

あったのである。また、横浜市がワークショ

ップの実施を行なっても、参加するのは、

NPOが多く、案ができてもリソースの制約が

あり、事業化まで到達しないケースが多か

った。事業化まで着実に発展させることが

できる民間企業の参画も必要不可欠であっ

たのである。 

「オープンイノベーション推進」を行な

うにあたり具体的な対応策が求められてい

た。 

このような中、図 23のとおり、リビング

ラボの立ち上げが実施されていったのであ

った。2018年 5月、（株）ソーラークルーK

氏を含む 6 名が理事となり、（一社）

YOKOHAMAリビングサポートオフィス（以下

「LLS」という。）が設立される。リビングラ

ボは、地域に根ざした中小企業が中心とな

って、連携しながら、ビジネスとして社会課

題、地域課題を解決していくもので、民間主

導で、行政はその支援をするに留まる。LLS

は、様々な専門家とともに、社会課題、地域

課題の解決をビジネスとして行なっていく

ことを支援するものであった。 

そして、2019 年 4 月に、K 氏がビジネス

として行なってきた空き家の有効利用の経

験、また、廃棄されたプラスチックゴミを地

域のボランティア活動として収集し再生し

て作成した T シャツ、エコパックを、地域

住民が好んで購入していく経験を踏まえ、

LLC が掲げたビジョンが、「サーキュラーエ

コにミープラス」であった。当時「サーキュ

ラーエコノミー」という用語は、廃棄物等の

資源循環の在り方としてして広まっていっ

た時期であったが、K氏には、人、そして地

域のコミュニティの積極的な関与こそが

「サーキュラーエコノミー」の実現には不

可欠ではないかという強い思いがあった。

これがこのビジョンを「サーキュラーエコ

ノミープラス」と命名した由縁であったxvii。

横浜市もこのような「サーキュラーエコノ

ミープラス」という LLC の理念を共有し、
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リビングラボは、「サーキュラーエコノミー

プラス」を推進する拠点として位置付けら

れていくことになる。 

 

図 23  横浜市におけるリビングラボ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所)横浜市資料 

 

44--22--22--33  横横浜浜市市脱脱炭炭素素条条例例のの制制定定  

 経産省が、「環境経済ビジョン 2020」を

2020 年に策定し、経済界も含めた CE の気

運が高まりつつあった 2021 年 6月、横浜市

会で、議員立法により、「横浜市脱炭素社会

の推進に関する条例」が制定された。 

 この条例では、「脱炭素社会の推進に当た

っては、経済を縮小させることなく、関連す

る産業を新たな成長産業として発展させる」

ことを目指すとし、また、「誰一人取り残さ

れない社会の実現のためにも、次世代に対

して責任を全うするともに、地球温暖化対

策の推進並びに市内経済の循環及び持続的

な発展を図る」等のため、この条例を制定す

るとしている。 

また、第 7 条では、横浜市は、脱炭素社会

の形成の推進に関する基本計画を策定する

ものとし、その中で、「脱炭素社会の形成の

推進に関連する産業の育成及び集積その他

の市内経済の循環及び持続可能な発展に資

する施策」を定めることを規定した。脱炭素

社会の実現という文脈の中で、「市内経済の

循環」という概念が、横浜市において、はじ

めて明確に位置付けられたのである。 

 背景には、青年会議所を中心とした横浜

市の経済界の CE(循環経済)への理解と支持

があったxviii。経団連が環境省、経産省とと

もに推進した CE の取組が次第に浸透して

いったことも寄与していると推測される。 
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 また、2021 年 8月に新たに Y市長が就任

した。Y 市長は、CE を含めた環境問題にも

理解がある人物であった。 

 

44--22--22--44  リリビビンンググララボボをを通通じじたた循循環環経経済済

（（ササーーキキュュララーーエエココノノミミーー））をを推推進進すするるたた

めめのの協協定定のの締締結結  

 このように、横浜市で CEへの気運が高ま

る中、2021年 12月、リビングラボを通じた

循環経済（サーキュラーエコノミー）を推進

するための協定が締結された。 

リビングラボを通じ、従来から「サーキュラ

ーエコノミープラス」の取組を行なってき

た LLSとグローバルな CEについての知見を

有する（株）ハーチ及び横浜市と、インター

ネットによるプラットフォームを構築して

いる等横浜市内外に様々なネットワークを

有する特定非営利法人横浜コミュニティデ

ザイン・ラボが協定を締結し、市民、民間企

業に対する情報発信、情報共有、普及啓蒙を

推進することとした（図 24）。 

 4-4-2-2で触れたとおり、サーキュラーエ

コノミープラスは、LLSが掲げたビジョンで

あり、地域に根ざした中小企業が中心とな

って、リビングラボという場をつくり、既存

の町内会的な組織ではとらえきることので

きない働き盛りの女性、市民といったステ

ークホルダーと連携しながら、ビジネスと

して、サーキュラーエコノミーにつながる

社会課題、地域課題を解決していくもので

ある。 

 横浜市は、定期的に市内に複数あるリビ

ングラボの連絡会等を 2 ヶ月に 1 回、開催

し、情報共有を図る等、ステークホルダーの

連携により事業が進捗していく枠組みを保

持していく事務局的な役割に留まるとされ

ている。 

 

 

図 24 リビングラボを通じた循環経済（サーキュラーエコノミー）を推進するための協定

で示されたプラットフォーム 
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出所）横浜市資料 

 

44--22--22--55  ササーーキキュュララーーエエココノノミミーーププララススとと

はは  

 4-4-2-2で示したような経緯で、LLSが掲

げるビジョンとなった「サーキュラーエコ

ノミープラス」は、EU や我が国で環境省、

経産省、経団連等が推進している CEと比較

すると、随分とユニークな取組ということ

ができる。 

 「サーキュラーエコノミープラス」は、図

25のとおり、循環活用する資源を廃棄物や

エネルギーだけではなく、人材、コミュニテ

ィを含めた広い範囲でとらえていくという

基本的なコンセプトのもと、4つの領域から

なるものとする。 

図 25  「サーキュラーエコノミープラス」の理念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）横浜市資料 

 

第一は、地域における資源循環、電力・食の

地域消費をめざす「ローカル・フォ・ローカ

ル」である。このような取組の事例として挙

げられるのが、横浜市でのオリーブ栽培で

ある。オリーブは、そのほとんどを輸入に頼

っているのが現状であるが、（一社）横浜資

産開発機構は、横浜市の土壌を分析してオ

リーブを育てており、その分析によれば、有

機肥料の掛け合わせによっては、手間をか

けずにオリーブの栽培が可能という結果が

出ている。この結果を踏まえ、2022年 3月

現在で、横浜市内で 1033本のオリーブが植
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樹されている（耕作面積約 30000 ㎡）。これ

により、郊外部で栽培したオリーブを都心

部で消費するという食の地産地消が実現し

ているというものである。この他にも金沢

区のリビングラボでは、廃棄予定のアマモ

（海中に根をはり育つ海草）を肥料として

活用し、地元農園や小学校で唐辛子などの

野菜を栽培、地域発の名産品「金澤八味」を

つくる循環型プロジェクトを展開している。 

 CEのコンセプトには、確かにこのように

生産と消費の距離を可能な限り短くし地域

の中で循環をつくっていくという考え方が

含まれる。実際、これは、経産省の資源自律

型経済戦略が策定された問題意識の一つで

もある。 

第二は、空き家、遊休農地等生かされていな

い空間を有効活用することで、「持続可能な」

まちの実現をめざす「サステナブル・ディベ

ロップメント」である。例えば、磯子区のリ

ビングラボでは、空き家をリノベーション

して作られたコミュニティスペース「Yワイ

ひろば」を拠点に活動を展開している。空き

家となっていた二階建ての一戸建てをリノ

ベーションしてできた「Yワイひろば」は、

1Fが地域のためのコミュニティスペースと

なっており、リビングラボや、二ヶ月に一度

地元の人や区等の職員などが集まる地域会

議などが開催されている。また、2Fはこの

コミュニティスペースを活用して、サービ

スの実証実験をしたい企業や団体のための

シェアオフィスとして貸し出されている。 

さらに、空き家に防災シェルターやオフグ

リッドの太陽光発電システムを設置するこ

とで、空き家を災害時の避難拠点として活

用できるようにしている。 

 CE、特に EU の CE は産業政策的な色合い

が強く雇用の創出が一つのカギとなる概念

となっている。このような空き家を活用す

るビジネスモデルは、雇用を創出する等地

域を経済的に裨益する効果があるといえる

であろう。 

第三は、今まで分断されていた介護、ヘルス

ケア、スポーツ、生活サービス産業等をシー

ムレスに結びつけて循環型で持続可能なサ

ービス産業を実現する「ヘルス・プロモーシ

ョン」である。 

第四は、会社や学校にとらわれないもう一

つの働き方、学びの場を創出することをめ

ざす「パラレルキャリア」である。 

 「ヘルス・プロモーション」、「パラレルキ

ャリア」が「サーキュラーエコノミープラ

ス」として位置付けられているのは、K氏が

介護事業や、学校教育、そしてパソナの業務

を請け負っていた際の経験を踏まえたもの

であった。横浜市では、介護施設に入居して

いる者が地産地消の農産物に販売に関与し

たり、副業として空き家の事業に携わるこ

と等が、「サーキュラーエコノミープラス」

事業に必要な要素として組み込まれている。 

「サーキュラーエコノミープラス」は、こ

のように、その概念自体が、市民、そして地

域コミュニティを前提としているものであ

り、このようなステークホルダーが関与し

つつプロセスが進行していくモデルとなっ

ている。 

空き家事業についてみると、図 26のよう

なビジネスモデルとなっている。 
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図 26 空き家事業のビジネスモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）環境省資料 

 

55..  考考察察  

55--11  比比較較事事例例研研究究のの発発見見事事実実    

  

 第四章では、欧州の諸都市（アムステルダ

ム市とロンドン市）の事例と横浜市の事例

について整理した。 

 比較事例研究で、一般的に用いられる方

法論は、John Stuart Mill によって提唱された

差異法と合意法である。 

 差異法（method of difference）は、異なる

結果を示している複数の事例を比較して、

その違いをもたらした要因（異なる要因は

何か）を導出して、その要因と結果との因果

関係を推論するものである。 

 また、合意法（method of agreement）は、

同一の結果を示している複数の事例を比較

して、複数の事例に共通して存在する要因

を導出して、その要因と結果との因果関係

を推論するものである。 

 本論で整理した 3 つの事例は、共に CE を

都市のベースで推進をしている事例である。

また、全てのステークホルダーの関与を前

提として CE を推進している事例として選

定したものでもある。 

 一方、本論のリサーチクエスチョンは、第

一に、CE を社会実装していくためには、単

に環境政策、産業政策としてとらえず、既存

の社会システム自体を変革していく必要が

あるとした場合、本論で示したホリスティ

ックなアプローチが適用されている事例が

あるか、また、その場合、このアプローチを

推進するのに重要な要素は何かと設定して

いる。 

本論ではいずれの事例も CE の政策を実

施はしているものの、未だその途上にあり

成果がでている段階ではない。その意味で、

原因と結果の因果関係を解明する差異法、

合意法を適用しうる事例ではないが、これ

らの事例を比較するうえで、差異のある要

素、共通の要素を抽出していくことは、リサ

ーチクエスチョンについての考察を深める

うえで有意義と考える。また、本論が示すホ

リスティックアプローチに最も近いアプロ

ーチをしているのは、アムステルダムの事

例であると考えられる。 

 そこで、アムステルダムの事例を軸とし

て、ホリスティックアプローチ、即ち全ての

ステークホルダーの包摂と協働の観点から
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重要と考えられる要素を抽出し、それらに

ついて、他の事例で共有しているか否かを

まず検討していくこととする。 

 本論では、アムステルダムの事例を軸と

して、全てのステークホルダーの包摂と協

働の観点から重要と考えられる要素を 6 つ

抽出した。 

第一に、全てのステークホルダーの関与が

前提とされていることである。今回の事例

はこのような観点から選定したのであり、

ある意味これは所与ともいえる。 

第二は、ドーナッツ経済理論の採用である。

ドーナッツ経済理論は、経済を考える際に

環境限界のみならず人々が安全で公正に扱

われる社会の土台が確保されるべきという

社会的側面に目を向けているものである。

その意味で、4-1-1 で示したとおり、英国の

John Elkington 氏の主張に淵源を有するトリ

プルボトムラインの考え方と平仄を一にし、

産業政策的色彩の強い EU の CE 政策とは

一線を画するものといえる（図 19）。 

図 19  3つの Pの関係（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）筆者作成 

 

第三は、CE を推進するにあたってのシステ

ム思考の必要性、社会変革の必要性の明示

である。アムステルダム市においては、この

ような必要性は、「アムステルダム市サーキ

ュラー戦略 2020-2025」に明記されており、

また、ハルセマ市長も来日した際、「社会的

な方法で社会を変革するもの」と明言して

いる。 

第四は、ステークホルダーが協働するため

のプラットフォームの設置である。これは、

「アムステルダム市サーキュラー戦略

2020-2025」に明記されている。 

第五は、ステークホルダーが協働すること

が理念の中核となっていることである。ア

ムステルダム市では、ステークホルダーと

様々な取組を実践しつつ、協働していくプ

ロセスで学んでいく「Learning by Doing」（ま

ずは行い、そこから学んでいく）をモットー

としている。 

第六は、CE（環境経済）は、コミュニティ

に重点と明示しているかどうかである。ハ

ルセマ市長は、来日した際、「循環経済はコ

ミュニティに重点を置いている」と明言し

ている。 
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 このような 6 つの要素を軸に 3 市の事例

を比較したものが、表 5 である。 

表 5   6 つの要素を軸とした 3 市の比較 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）筆者作成 

  

ロンドン市と共通する要素は少ないが、

これは、リロンドンが、公表資料等による

限り、どちらかというと民間企業、社会起

業家支援に軸足を置いていることによると

推測される。 

横浜市については、リビングラボは、ス

テークホルダーが協働するためのまさにプ

ラットフォームとして位置づけられてい

る。また、CE プラスは、ステークホルダ

ーが協働することが中核となっている共創

の理念のもとで、横浜市共創推進室が事務

局としての機能を担っている。また、横浜

市では、中期計画でも示されているとお

り、CE の推進にあたり、ただ単に環境政

策、産業政策の観点のみならず、市民・企

業等の行動変容を促すことにより地域課題

の解決も視野に入れているとしている。さ

らに、CE プラスは、人、そして地域のコ

ミュニティの積極的な関与こそが「サーキ

ュラーエコノミー」の実現には不可欠との

考えを踏まえてプラスと命名されたのであ

り、コミュニティを重点としていることは

明らかである。 

 このように 3 市を比較検討すると、① 

ステークホルダーが協働するためのプラッ

トフォームの設置、② ステークホルダー
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が協働することが理念の中核、③ CE はコ

ミュニティに重点の 3 点が、アムステルダ

ム市、横浜市に共通した要素であることが

明らかになった。CE についてホリスティ

ックアプローチを推進するうえで、これら

が、少なくとも重要な要素に含まれること

になるということはできるであろう。 

 しかしながら、これらの 3 点、特に CE

はコミュニティに重点という要素は、一見

産業政策を軸として CE を推進している

EU や我が国政府のスタンスと矛盾するよ

うにみえる。そこで、別の角度からこの 3

市の共通点について探索する。 

 3 市の産業構造を分析すると一つの共通

点が浮かび上がる。それは、図 27、図 28

及び図 29 が示すとおり、製造業の比率が

低く、市民（消費者）に関連するサービス

産業の比率が高いということである。 

図 27 アムステルダムの産業構造（2013 年） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）東京都主税局資料をもとに筆者作成 
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図 28 ロンドン（GLA）の産業構造（2014 年予測値） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）（株）日本政策投資銀行九州支店資料をもとに筆者作成 

 

図 29 横浜市の産業構造（産業大分類別従業者数構成比：2016 年） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）2016 年経済センサス‐活動調査をもとに筆者作成 
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図 29 横浜市の産業構造（産業大分類別従業者数構成比：2016 年） 
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横浜市に至っては、図 30 で示すように、

税収構造をみると、法人市民税収は僅少で

あり、一般市民が負担する税収入に全面的

に頼っている構造が歴然となる。 

図 30  2023 年度横浜市税実収見込額 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出所）横浜市資料をもとに筆者作成 

  

このように 3 市ともに市経済における製

造業のプレゼンスは小さい。その一方で、

市民（消費者）に関連のするサービス産業

の比重が大きく、CE を推進するに際して

も、産業政策を軸にせず、市民、コミュニ

ティに重点を置くことが、合理的な選択と

いうことができると考える。また、一方

で、CE を推進するにあたっては、サプラ

イサイドを重視するかデマンドサイドを重

視するかを判断していく必要があるとの考

え方があるxix。 

このような考え方も、CE の推進、特に

都市という面的な広がりをもってその推進

を図ろうとする際には、市民、コミュニテ

ィといったステークホルダーに重点を置く

ことが合理的な選択肢だということを支持

するものとなるといえよう。 

より包括的に整理すれば、本論の発見事

実は、面的な広がりをもって CE を推進す

る際には、産業構造等を検討し、ステーク

ホルダーの中でも CE を推進する役割を主

に担うステークホルダーはどれかというこ

とを見極め、そのステークホルダーを軸に

プラットフォームを運営していく等のシス

テム設計を十分に行う必要があるというこ

とになる。 

 

55--22  CCEEをを包包摂摂ししたた都都市市政政策策xxxx  
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 5-1 で示したとおり、本論の比較事例研

究の発見事実は、CE を推進する際には、

産業構造等を検討し、ステークホルダーの

中でも CE を推進する役割を主に担うステ

ークホルダーはどれかということを見極

め、そのステークホルダーを軸にプラット

フォームを運営していく等のシステム設計

を十分に行う必要があるということにな

る。 

 特に都市という面的な広がりにおいて

CE の促進を図っていくには、製造業等の

サプライサイドより、これら製造業の生産

物の消費者、また、様々なサービス産業の

消費者等の役割を担うデマンドサイドとし

ての市民、コミュニティといったステーク

ホルダーに軸足を置いた政策の展開の方が

合理的な選択肢ということになる。なお、

堀ら（2015）は、先行研究に触れ、よりよ

い環境や地域をつくろうという「地域環境

力の主たる形成要因は「コミュニティ活

動」と「個人の意識」等との発見事実があ

ることを示している。 

 また、CE が実現するためには、製造業

等のコスト増、いわば CE プレミアムとも

いうべきこのコスト増加分を、消費者が受

容して支払うように行動変容を促すことが

必要と考えられる。このような必要性から

も、市民、コミュニティといったステーク

ホルダーに軸足を置いた政策の展開は、支

持されることになると考えられる。 

 さらに、その際の具体的な枠組みとして

は、発見事実が示唆するように、CE は、

コミュニティ、市民が重点ということを明

示したうえで、全てのステークホルダーが

円滑に協働していくようなプラットフォー

ムの構築を図ることが必要と考えられる。

この際、ロンドンの事例でも示されたとお

り、CE を後押ししていく社会企業家等の

活動を資金面から支援していく地域の金融

機関の役割も重要と考えられる。テクノロ

ジーやファイナンスなど、新たな社会への

移行を促進し、可能にする存在のことをイ

ネーブラー（Enabler）と呼ぶことがある

xxi。金融機関は、CE に伴う製品のサービ

ス化といったビジネスモデルの転換を実現

していくうえでも必要不可欠な存在であ

り、CE のイネーブラーともいえるxxii。ま

た、このようなプラットフォームのコーデ

ィネート、運営については、横浜市の事例

が示すとおり、行政がその担い手の一つと

なろう。図 31 にプラットフォームとステ

ークホルダー間の協働のイメージを提示す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 都市における CE 促進のためのプラットフォームイメージ 
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ムの構築を図ることが必要と考えられる。

この際、ロンドンの事例でも示されたとお

り、CE を後押ししていく社会企業家等の

活動を資金面から支援していく地域の金融

機関の役割も重要と考えられる。テクノロ

ジーやファイナンスなど、新たな社会への

移行を促進し、可能にする存在のことをイ

ネーブラー（Enabler）と呼ぶことがある

xxi。金融機関は、CE に伴う製品のサービ

ス化といったビジネスモデルの転換を実現

していくうえでも必要不可欠な存在であ

り、CE のイネーブラーともいえるxxii。ま

た、このようなプラットフォームのコーデ

ィネート、運営については、横浜市の事例

が示すとおり、行政がその担い手の一つと

なろう。図 31 にプラットフォームとステ

ークホルダー間の協働のイメージを提示す

る。 
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 堀ら（2015）は、持続可能な地域形成の

実現を図る理論的な枠組みとして、一部の

ステークホルダーが技術や資源をシステム

化し、ニッチなレベルのイノベーションを

起こし、それが他の地域にも伝わり全部の

様相が変るというトランジッション理論を

紹介している。産業政策に軸足を置いた国

の CE 政策とこのような地域の自立的な取

組の展開が連携して相乗効果を発揮してい

くことが、わが国の CE の実現に大きく寄

与するのではないだろうか。 

  

66..  結結論論及及びび今今後後のの研研究究課課題題  

66--11  結結論論  

  

第五章でなされた考察を踏まえ、リサーチ

クエスチョンに対する回答を示すこととす

る。 

 

①①  リリササーーチチククエエススチチョョンン１１  

（（ササーーキキュュララーーエエココノノミミーーをを真真にに社社会会にに実実

装装ししてていいくくたためめににはは、、ササーーキキュュララーーエエココノノ

ミミーーをを環環境境政政策策、、産産業業政政策策のの枠枠組組みみののみみでで

ととららええるるののででははななくく、、リリニニアアエエココノノミミーーをを

基基軸軸ににししてて構構築築さされれたた既既存存のの社社会会シシスステテムム

自自体体をを変変革革ししてていいくく必必要要ががああるるとと考考ええらられれ

るる。。ここののよよううなな社社会会シシスステテムム自自体体のの変変革革はは

具具体体的的ににははどどののよよううなな手手順順でで進進めめてていいくくべべ

ききかか。。本本論論でで示示ししたたホホリリスステティィッッククななアアププ

ロローーチチがが、、適適用用さされれてていいるる事事例例ははああるるかか。。

ままたた、、そそのの場場合合、、ここののアアププロローーチチをを推推進進すす

るるののにに重重要要なな要要素素はは何何かか。。））  

CE を推進する際には、産業構造等を検討

し、ステークホルダーの中でも CEを推進す

る役割を主に担うステークホルダーはどれ

かということを見極め、そのステークホル

ダーを軸にプラットフォームを運営してい
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く等のシステム設計を十分に行う必要があ

る。  

ホリスティックアプローチについては、

比較事例研究の対象のうち、特にアムステ

ルダム市、横浜市の事例が適用されている

事例といえ、① ステークホルダーが協働す

るためのプラットフォームの設置、② ステ

ークホルダーが協働することが理念の中核、

③ CE はコミュニティに重点の 3 点が、重

要な要素といえる。 

 

②②  リリササーーチチククエエススチチョョンン 22  

（（11、、のの結結果果もも踏踏ままええたたううええでで、、ササーーキキュュララ

ーーエエココノノミミーーをを包包摂摂ししたた都都市市政政策策はは如如何何にに

ああるるべべききかか。。））  

都市という面的な広がりにおいて CE の促

進を図っていくには、製造業等のサプライ

サイドより、これら製造業の生産物の消費

者、また、様々なサービス産業の消費者等の

役割を担うデマンドサイドとしての市民、

コミュニティといったステークホルダーに

軸足を置いた政策の展開の方が合理的な選

択肢ということになる。 

その具体的な枠組みとしては、CEは、コミ

ュニティ、市民が重点ということを明示し

たうえで、全てのステークホルダーが円滑

に協働していくようなプラットフォームの

構築を図ることが必要ということになる。

具体的なイメージ図は、図 31のとおりであ

る。 

図 31 都市における CE 促進のためのプラットフォームイメージ（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）筆者作成 

 

66--22  今今後後のの研研究究課課題題  

 

本論の限界としては、何よりもデータ上

の制約がある。特にアムステルダム市、ロン



− 59 − Urban Study  Vol.77  JANUARY. 2024

58 
 

く等のシステム設計を十分に行う必要があ

る。  

ホリスティックアプローチについては、

比較事例研究の対象のうち、特にアムステ

ルダム市、横浜市の事例が適用されている

事例といえ、① ステークホルダーが協働す

るためのプラットフォームの設置、② ステ

ークホルダーが協働することが理念の中核、

③ CE はコミュニティに重点の 3 点が、重

要な要素といえる。 

 

②②  リリササーーチチククエエススチチョョンン 22  

（（11、、のの結結果果もも踏踏ままええたたううええでで、、ササーーキキュュララ

ーーエエココノノミミーーをを包包摂摂ししたた都都市市政政策策はは如如何何にに

ああるるべべききかか。。））  

都市という面的な広がりにおいて CE の促

進を図っていくには、製造業等のサプライ

サイドより、これら製造業の生産物の消費

者、また、様々なサービス産業の消費者等の

役割を担うデマンドサイドとしての市民、

コミュニティといったステークホルダーに

軸足を置いた政策の展開の方が合理的な選

択肢ということになる。 

その具体的な枠組みとしては、CEは、コミ

ュニティ、市民が重点ということを明示し

たうえで、全てのステークホルダーが円滑

に協働していくようなプラットフォームの

構築を図ることが必要ということになる。

具体的なイメージ図は、図 31のとおりであ

る。 

図 31 都市における CE 促進のためのプラットフォームイメージ（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）筆者作成 

 

66--22  今今後後のの研研究究課課題題  

 

本論の限界としては、何よりもデータ上

の制約がある。特にアムステルダム市、ロン

59 
 

ドン市の事例については、限られた公表資

料と有識者へのインタビューに基づいて作

成したものであり、本来は現地調査等より

具体的詳細なエビデンスの収集が必要と考

える。また、考察の結果得られた発見事実も

検証が十分とはいえずいわば仮説の段階に

ある。今後の研究課題として、データの広範

な収集と併せ、ここで示された仮説につい

て定性、定量の両手法を活用し、検証してい

くことが必要と考える。 
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